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仕事への情熱は働き過ぎを正当化するのか 




Can poor treatment of workers be legitimated when they have passion for work? : 
Reexamining findings of Kim et al. (2020) 
 
Yasuko Morinaga, Riko Murakami, Hitoshi Honsho, Yoko Kawata, and Yuki Kimoto 
 
In Japan, overwork has often been reported and criticized by the media as well as the 
public. Jobs are, however, often regarded as giving workers a sense of fulfilment and 
enjoyment, leading to their willingness to work extra hours. Based on the findings of Kim et al. 
(2020), we conducted two studies to investigate whether poor treatment of a worker can be 
legitimated when he/she is passionate about his/her work. In line with previous research, we 
found that a passionate worker was perceived to be volunteering to do extra jobs without 
compensation if given the chance and to regard the work as a reward in and of itself. However, 
unlike Kim et al., we did not find any mediating effects of these two perceptions on 
legitimating poor treatment of passionate workers. The reason why we failed to replicate the 
findings of Kim et al. are discussed in terms of Japanese people’s awareness of the hardship 
and unfairness of overwork.  
  
















やりがい搾取と呼ばれるような現象は米国でも見られるようであり，Kim, Campbell, Shepherd, & 
Kay（2020）は，これを情熱搾取（passion exploitation）と呼んだ。そして，働く人が自分の仕事に
対して情熱を持っている場合には，対価のない過剰な仕事を求められるような場合でも，そうした










とみなすことで，信念維持を図ろうとするとされる（e.g., Hafer & Bégue, 2005; 村山・三浦, 2015）。
例えば，劣悪な処遇の中にいる人が，もしいつも自発的に仕事をしているような人であれば，その
処遇は自らが招いたと解釈されよう。Kim et al. は，公正世界信念が強い人がそうでない人に比べ，
自発的に働く人に対して正当化を強めると考え，それを確認した。 









研 究 1 
方 法 
参加者 大学生 80名（男性 57名，女性 23名，Mage = 19.1, SD age = 1.34）。無作為に情熱強条件


























を行った。その結果，自発性知覚から正当化へのパスが有意傾向になった（β = .224, p = .074）もの
の，これらの代替説明の変数は条件からの影響がなく（|β|s < .054, ps > .631），また正当化への影響
も見られなかった（|β|s < .215, ps > .196）。 
以上のことから，仕事への情熱が強い人は弱い人に比べ，自発的に余分な仕事を行っており，仕
事自体が報酬になっていると知覚される傾向があったが，情熱の強弱や自発性知覚及び報酬知覚は
正当化に影響を与えていなかった。このように，研究 1では Kim et al.（2020）と異なる結果が得ら
れ，働く人の持っている情熱の強さによって正当化が異ならないことが示された。その原因の一つ 
 
1 本研究の分析は HAD（清水，2016）を用いて行った。 
情熱強条件情熱弱条件 t df p d
正当化 2.833 2.882 0.293 76.418 0.77 0.065
(0.719) (0.751)
自発性知覚 4.238 3.658 3.466 61.185 .001 0.786
(0.557) (0.885)
報酬知覚 4.369 3.882 3.237 77.949 .002 0.713
(0.716) (0.631)
有能さ 4.786 4.868 0.472 75.579 .638 0.105
(0.750) (0.811)
親しみやすさ 4.738 4.658 0.401 69.423 .690 0.090
(0.767) (0.994)
好意度 4.833 4.737 0.464 66.681 .644 0.105
(0.762) (1.057)











方 法  
参加者 大学生 59名（男性 21名，女性 38名，M age = 19.9, SD age = 1.28）。無作為に情熱強条件








研究 1と同様に，正当化（α = .603），自発性知覚（α = .785），報酬知覚（α = .780），公正世界信
念（α = .795）の得点を算出した（Table 2）。研究 1と同様に，正当化得点は条件間で有意な差は見
られず，自発性知覚と報酬知覚は情熱強条件の方が情熱弱条件よりも得点が高かった。また，公正















CFI = 1.000, RMSEA = .000。数値は標準化係数。












数のうち，有能さから正当化へのパスは有意であった（β = .266, p = .033）が，いずれの変数も条件
からの影響は見られなかった（|β|s < .199, ps > .119）。 
以上のように，研究 2も研究 1と同様に，働く人の情熱の強さは正当化の認知に影響を及ぼさな
情熱強条件情熱弱条件 t df p d
正当化 2.839 2.790 0.294 56.795 .769 0.076
(0.624) (0.652)
自発性知覚 4.143 3.290 3.792 56.721 .000 0.967
(0.788) (0.938)
報酬知覚 3.893 2.484 6.139 53.197 .000 1.593
(0.946) (0.801)
公正世界信念 3.311 3.212 0.529 54.907 .599 0.134
(0.609) (0.825)
有能さ 4.179 4.194 0.056 56.320 .955 0.015
(1.020) (1.014)
親しみやすさ 3.786 3.581 0.847 56.393 .401 0.215
(0.833) (1.025)
好意度 4.036 3.742 1.529 56.126 .132 0.394
(0.744) (0.729)











Figure 2. 共分散構造分析の結果（研究 2 ）
CFI = .988, RMSEA = .065。数値は標準化係数。


















本研究の結果は，Kim et al. の結果とは異なるものであった。本研究では，情熱を強く持っている人
はそうでない人よりも，自発的に仕事を行い，仕事そのものが報酬になっていると知覚されるが，
そのことが過剰な労働の正当化を強めることはなかった。これは，社会背景の違いによるものかも
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 本論文は，2020 年度に広島大学教育学部で開講された心理学実験において，第 1著者の指導によ







































2. 山田さんの学校は，山田さんが仕事を楽しむ場を与えてくれる。  
回答は 1: まったく当てはまらない 〜 6: 非常に当てはまる 
代替説明用の変数（研究 2も同様） 
1. あなたは山田さんを親しみやすいと思う  
2. あなたは山田さんを教師の仕事において有能だと思う。 
3. あなたは山田さんに好感を持てる。  
 回答は 1: まったく当てはまらない 〜 6: 非常に当てはまる 
 


















































Development of Benevolent Sexism Scale for working women in Japan 
 
Yasuko Morinaga, Kiriko Sakata, Yoko Kitakaji, Machiko Oike, and Koudai Fukudome 
 
Even though many women continue to work after marriage or childbirth nowadays, the 
number of women in managerial positions is still lower in Japan than in other countries. 
Benevolent sexism (BS) at the workplace has been considered one of the obstacles that 
prevent women from being promoted. Based on ambivalent sexism theory (Glick & Fiske, 
1996), we developed a new scale to measure BS toward working women in order to 
investigate how BS affects womenʼs promotion in Japan. After performing a series of factor 
analyses and examining the validity using an original BS scale and other related scales, eight 
items were found to adequately construct three theoretical factors of BS.  
 






















てきた（e.g., Isaac, Lee, & Carnes, 2009; 清末，2021; Moss-Racusin, Dovidio, Brescoll, Graham, & 
Handelsman, 2012）。 
こうした職場における採用や昇進の判断に影響するものとして，好意的性差別主義（benevolent 
sexism: BS）があげられる。例えば，King et al.（2012）は，米国のエネルギー産業で働く男女管理
職が同等の職能開発経験を積んでいると報告しながら，男性の方が能力を試されるような経験や否
定的なフィードバックが多いこと，そして，その背景に女性に対する BS があることを見出してい
る（詳細は後述）。BSは，敵意的性差別主義（hostile sexism: HS）とともに，Glick & Fiske（1996）
によって両面価値的性差別主義（ambivalent sexism）として提唱された。すでに測定尺度（Ambivalent 








に対する態度尺度（Attitudes toward Women Scale: AWS; Spence & Helmreich, 1972; Spence, Helmreich, 
& Stapp, 1973）や日本の平等主義的性役割態度尺度（SESRA及び SESRA-S; 鈴木, 1991, 1994）など
である。AWS は，女性の権利や役割に対して伝統的あるいは進歩的（liberal）な考え方をしている




な形で表出されるようになった（Swim, Aikin, Hall, & Hunter, 1995）。こうした社会背景をもとに作
られたのが，現代的性差別主義尺度（Modern Sexism Scale; Swim et al., 1995）や ASIである。 
現代的性差別主義尺度は，現代のジェンダーに関連した政治的問題，特に，女性に対する差別が
もはや存在しないという差別の否定に注目した尺度であり（Glick ＆ Fiske, 1996），現代的人種差別
主義尺度（Modern Racism Scale; McConahay, 1986）を参考に作成された。現代的人種差別主義の特
徴とするところは，人種差別の存在を否定し，人種間格差は個人の努力の結果であるとみなしてい
ること，被差別集団からの過剰な要求を認知し，被差別集団が特権を得ているとみなしていること









なくなるだろう（Swim & Cohen, 1997）。 
 
敵意的性差別主義（HS）と好意的性差別主義（BS） 








Fiske, 1996, p. 491）。 















研究が盛んに行われるようになった（e.g., Jost & Kay, 2005; Sibley & Overall, 2011; 高林, 2007）。そ
うした研究では，BS が HS と同程度に，あるいは，HS 以上に女性に対して悪影響を与えることが
示されてきた（e.g., Dardenne, Dumont, & Bollier, 2007; Jones et al., 2014; King et al., 2012）。例えば，


















徴づけるものであるために，性差別であると認識されにくい（Good & Rudman, 2010）。例えば，BS
的な内容を含む情報に接することで女性のポジティブな感情が高まったり（Becker & Wright, 2011），





BS を測定する ASI については，宇井・山本（2001）が日本語版を作成している。作成にあたっ
ては，逆翻訳の手続きを踏み，翻訳の等価が確認されている。しかしながら，原尺度（Glick & Fiske, 
1996）が作成された米国と日本の女性の働き方は異なっている。たとえば，就業者に占める女性の
割合は，日本が 43.5%であるのに対して米国が 47.0%と大きな差は見られないが，管理的職業従事
者に占める女性の割合は，日本が 14.8%であるのに対して，米国では 40.2％である（内閣府, 2020）。
管理的職業の定義は国によって異なるが，日本の場合，民間企業の係長級でも女性の占める割合は
18.9%である。管理的職業従事者に占める女性の割合は，そのほかの欧米諸国でも日本に比べると









の収束的妥当性の検討のために，従来の ASI（宇井・山本, 2001）に含まれる BS（以下，原 BS）尺
度を用いた。新 BS 尺度と原 BS 尺度との間に正の強い相関があることを予測される（仮説 1）。ま
 




た，SESRA-S，現代的性差別主義尺度及び古典的性差別主義尺度（Old-Fashioned Sexism Scale; Swim 
et al., 1995）を用いて，原 BS 尺度と新 BS 尺度が示すこれらの尺度との相関係数及び偏相関係数の
パターンを比較検討する。これは新 BS 尺度と原 BS 尺度の収束的妥当性を別の側面から検証するこ





回答者 女性 304 名，男性 309 名。インターネット調査会社を通して，男女それぞれを 20 代から
50代まで 10歳ごとに同人数になるように割り付けた。2018 年 3月実施。 
尺度 1. 新 BS 尺度：原尺度を参考に，3 名の社会心理学者と 1 名の英語圏文学研究者の討議によ
り BS の 3つの概念である家父長主義（8項目），男女の差異化（7項目），異性愛主義（6項目）に
該当すると考えられる合計 21 項目とダミー1 項目5を作成した。なお，項目作成に関わった 4 名の
研究者のうち 3 名がジェンダーを専門分野の一つとする。2. 原 BS 尺度：宇井・山本（2001）が翻
訳した 11項目（α = .875）。3. HS 尺度：宇井・山本（2001）を参考に日本語表現をわかりやすく改
めた 11 項目（α = .897）。逆転項目は意味が取りにくいため順項目に修正した。4. SESRA-S: 鈴木
（1994）の 16項目（α = .905）。5. 現代的性差別主義尺度: Swim et al.（1995）の 8項目を日本語訳
した（α = .800）。日本語訳にあたっては，原尺度の「米国では」といった表記を「日本では」に修
正した。6. 古典的性差別主義尺度: Swim et al. (1995) の 5項目を日本語訳した（α = .698）。HS 尺度
と現代的性差別主義尺度及び古典的性差別主義尺度の項目は付録参照のこと6。 
 回答は ASI にならい，すべての質問項目で，「1 = 非常に反対」から「6 = 非常に賛成」までの 6
件法で求めた。なお，使用した上記の尺度の 1 から 6 はそれぞれの尺度内で項目をランダムに提示
し，さらに，2 から 6 の尺度については回答順番が回答者間でランダムになるように設定した。ま




結 果 と 考 察 
 
新 BS 尺度項目の検討と因子構造の妥当性 









を実行した結果，モデルの適合度はχ2=1079.736, df = 186, p < .001, CFI = .790, GFI = .821, RMSEA 
= .089, AIC = 1169.736 であった。次に，各因子について 1 因子構造を想定した確認的因子分析を実
行し，それぞれの因子において因子負荷量が.60 を下回る項目を 1項目ずつ削除した。その結果，3
因子のそれぞれで 3項目，合計で 9項目が残った。9項目について 3 因子構造を想定したモデルの
適合度はχ2 = 71.661, df = 24, p < .001, CFI = .971, GFI = .974, RMSEA = .057, AIC = 113.661 であった。
さらに，異性愛主義因子の項目である「結婚していない男性は，人として信頼できない」の「人と
して」という日本語表現が望ましくないと判断して削除し，8項目を最終的な結果とした。 
 他の 1 名は HAD (清水，2016)を利用して分析を行った。まず，回答者の 80％以上が 6件法の片
側に偏っている 5項目を削除した。残った 16項目について，Glick & Fiske (1996)の提唱した 3つ
の概念も参考に，負荷量あるいは共通性の低い項目を 1つずつ削除しながら探索的因子分析(最尤法，




.750 -.012 -.031 .526
4 体力のことを考えると、量が多く時間のかか
りそうな仕事は、男性が担当する方がよい
.475 .222 .021 .430
8 女性はあまり社会経験がないので、経験のあ
る男性がサポートすべきだ




-.059 .877 -.077 .649
15 子育てについては、男性は女性にかなわない .035 .396 .257 .355
16 弱い立場の人々に対する思いやりは、男性よ
り女性の方が優れている




.054 -.072 .748 .554
19 仕事で成功したとしても、女性と恋愛や結婚
をしていない男性は何かが欠けている
-.057 .038 .767 .571
因子寄与 2.428 2.235 2.045



















以上のような分析を 2 名が独立に行った結果，ともに表 1 に示した 8項目が残った。概念的にも
妥当であると判断し，この 8項目を新しい BS 尺度として採用することにした。Table 1 は，この 8
項目の探索的因子分析結果である。3 因子モデルでの確認的因子分析の適合度は χ2 = 57.312, df = 17, 
p < .001, CFI = .968, GFI = .977, RMSEA = .062, AIC = 95.312 であった。また，Amos 25 を利用して，
この 3 因子モデル（8 項目）について，性別による多母集団同時分析を行った結果，制約条件間の
尤度比検定はすべて非有意であり，性別間で全パラメタが等しいモデルを許容できると判断した(χ² 
=100.369, df = 53, p < .001, CFI = .963, GFI = .960, RMSEA = .038, AIC = 138.369)。さらに，3 因子の上
位に 1 因子を想定した高次因子モデルでの確認的因子分析結果の適合度は，χ2 = 57.219, df = 17, p 
< .001, CFI = .968, GFI = .977, RMSEA = .062, AIC = 95.219 であり，因子ごとに得点を算出することも，
8項目を全てまとめて BS得点として算出することも可能である。 









新 BS 尺度得点の性差 
新 BS 尺度について 8項目の平均値を算出し，新 BS得点とした(α = .806)。Table 2 に示している
ように，新 BS 得点と原 BS 得点，HS 得点のいずれも理論的な中点(3.50)に近い値である。宇井・
変数名 M SD M SD t (df = 611) p d
新BS 3.442 0.752 3.303 0.695 2.385 .017 .192
原BS 3.331 0.766 3.266 0.681 1.102 .271 .089
HS 3.596 0.799 3.284 0.679 5.193 < .001 .419
SESRA–S 3.063 0.708 2.735 0.692 5.797 < .001 .468
Modern 3.390 0.673 2.973 0.606 8.058 < .001 .650
Old 3.011 0.751 2.841 0.661 2.976 .003 .240
Table 2   男女ごとの平均値と差の検定
男性（n =309) 女性（n =304）
新BS:本研究で作成した好意的性差別主義尺度,原BS: オリジナルの好意的性差別主義尺度，






山本（2001）では，男女ごとの BS得点と HS得点の平均値が 3.21 から 3.40 の値であり7，本研究の
参加者とほぼ同様の値であった。しかし，本研究の原 BS得点では男女差が有意ではないが，新 BS
得点では効果量は小さいものの男女差が有意であり，女性よりも男性の方が新BS得点が高かった。




新 BS 尺度の収束的妥当性の検討 
新 BS得点について，男女別に他の尺度との相関係数及び偏相関係数を算出した(Table 3 )。新 BS
得点と原 BS得点の相関係数は男女ともに.70 を超え，強い相関がみられている。仮説1が支持され，
新 BS 尺度の収束的妥当性が確認されたと言えよう。 
次に，新 BS得点と原 BS得点のそれぞれと他の尺度得点との相関係数及び偏相関係数のパターン
の比較を行った。新 BS と原 BS ともに，現代的性差別主義とはあまり相関しておらず，SESRA-S
や古典的性別主義とある程度の相関を示している。HS を統制した場合に，新 BS と原 BS では異な
 




新BS .752 *** .317 *** .547 *** .167 ** .502 ***
原BS .316 *** .405 *** .123 * .345 ***
HS .572 *** .566 *** .605 ***
.471 *** -.015 .411 ***
.288 *** -.071 .204 ***
.502 *** .548 *** .544 ***
.512 *** .560 *** .557 ***
女性
新BS .740 *** .257 *** .479 *** .053 .462 ***
原BS .325 *** .416 *** .001 .402 ***
HS .477 *** .413 *** .487 ***
.420 *** -.060 .399 ***
.314 *** -.155 ** .294 **
.417 *** .414 *** .430 ***
.397 *** .437 *** .412 ***
***  p < .01   ** p < .01    * p < .05
Table 3  各尺度との相関係数及び偏相関係数


























は HSの成分が含まれている一方で，新 BS尺度には SESRA-Sや古典的性差別主義と重なる成分が
含まれていることが推測できる。新 BS尺度と原 BS尺度の相関パターンが類似するだろうという仮
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則武 良英・小林 亮太・李 受珉・小田 真実 
 
A Relationship between career choice anxiety and emotional regulation strategies on career 
exploration 
 
Yoshihide Noritake, Ryota Kobayashi, Sumin Lee and Mami Oda 
 
Many people may face anxiety during the process of career exploration, and it is necessary 
to regulate such anxiety. However, the relationship between career anxiety and adaptive and 
maladaptive emotional regulation strategies in career exploration remains unclear. The purpose 
of this study is to clarify the relationship between career choice anxiety and emotional 
regulation strategies in career exploration. We conducted a cross-sectional questionnaire survey 
of 397 university students. Correlation analysis showed that career choice anxiety was 
negatively correlated with self- and environmental exploration. In emotional regulation 
strategies, a positive correlation was shown not only with cognitive reappraisal but also 
refocusing on planning. The results of hierarchical multiple regression analysis show the 
interaction between career choice anxiety and maladaptive emotion regulation strategies, 
especially rumination and other blame strategies, on career exploration. The simple slope test 
shows that when anxiety was high, the liner of rumination and other blame strategies were 
significant. These results suggest that it is possible that maladapted emotion regulation 
strategies are also effective in career exploration. In future studies, it will be necessary to 
comprehensively investigate the contribution of emotion regulation strategies, including 
maladapted strategies on career exploration, by conducting longitudinal and experimental 
research. 
キーワード：career exploration, career choice anxiety, emotional regulation 
 
問 題 




77.7%と一定の水準である。一方で，3 年以内の新規学卒者の離職率については，平成 29 年度離職
者が大卒者で 32.8%，短大等者で 43.0%であり，双方とも近年は高水準で横ばい状態となっている 
― 24 ―









とを指す (安達, 2008; Jiang, Newman, Presbitero, & Zheng, 2019)。さらに，キャリア探索には，2側面
があることが示されている。1 つ目の側面は自己探索 (self-exploration) で，自分自身の性格や興味
について考え，情報収集をすることを指す。2 つ目の側面は環境探索 (environment exploration) で，
働くことや職業自体について考え，情報収集することを指す。キャリア探索の研究では，キャリア






ける不安と定義されている (松田・永作・新井, 2008)。そして，Vignoli, Croity-Beltz, Chapeland, de 















負の感情を低減せず，一部の方略は負の感情を増大させることも示されている (Garnefski et al., 
2001; John & Gross, 2004)。したがって，ただ感情を制御すれば良いのではなく，適応的な方略を使
用することが，不安など負の感情の緩和につながる。しかしながら，キャリア探索，感情制御方略，
― 25 ―


























限化 (Satisfice) が生じることを考慮し，Satisfice 者の検出法を用いた。本研究では，認知的感情制
御尺度の項目に，「この質問に対しては回答しないを必ず選んでください」と指示した 1 項目を追加
し，回答した参加者を検出する手法を使用した (三浦・小林, 2015)。検出法の結果，22 名が Satisfice
者として検出され，不誠実な回答をしていると判断されたため，解析から除外した。最終的には，
349 名 (男性 145 名，女性 197 名，その他 7 名，平均年齢 22.67 歳，SD =2.94，18 歳から 29 歳) を
分析対象者とした。 
質問紙 
 キャリア探索 安達 (2008) のキャリア探索尺度を使用した (13 項目，5 件法)。本尺度は，環境
探索 (項目例: 本や雑誌，インターネットなどで仕事や働くことに関連する記事を読む) と自己探
索 (項目例: 自分の長所や短所について考えてみる) の 2 因子で構成された。 
 職業選択不安 松田・永作・新井 (2008) の作成した職業選択不安尺度の短縮版を使用した (16 項
目，5 件法)。「以下に書いてあることは，あなたにどの程度当てはまりますか」と教示を行なった。
― 26 ―
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本尺度は，職業移行 (項目例: 社会人として自分がちゃんとやっていけるのか不安である) や自己




認知的感情制御 Garnefski et al. (2001) の認知的感情制御尺度の日本語版 (榊原，2015) を使用し
た(36 項目，7 件法)。本尺度では参加者に対して，ネガティブな出来事に遭遇したときにどのよう




し (肯定的再焦点化) (項目例: 私はそのこととは関係のない楽しいことについて考える)，反芻 (項
目例: 私は経験した出来事に対する感情について度々考える)，自責 (項目例: 私はそのことについ
て悪いのは自分であると感じる)，他者非難 (項目例: 私はその出来事について悪いのは他の人であ
ると感じる)，破局的思考 (項目例: 私は自分の経験したことが他の人が経験したことに比べずっと
ひどいものだとよく考える) の 9方略の各 4 項目から構成された。 
手続き 
株式会社クラウドワークス (Crowd Works, Inc.：https://crowdworks.jp) に依頼し，オンライン上で
調査を行った。本研究は，筆者の所属大学の研究科の倫理審査委員会の承認後に実施された (承認
番 号 : 20200088) 。 実 施 の 際 に は ， 株 式 会 社 ク ラ ウ ド ワ ー ク ス の 規 定 






職業選択不安得点と自己探索得点の負の相関が (r = -.12, p < .01)，環境探索得点とも負の相関が示
された (r = -.19, p < .01)。 
職業選択不安得点と適応的感情制御方略得点においては，職業選択不安得点と認知的再評価得点
が負の相関 (r = -.20, p < .01)，計画への再焦点化得点と負の相関が示された (r = -.12, p < .05)。しか
しながら，職業選択不安得点とその他の適応的な方略得点との相関は示されなかった (大局的視点: 
r = .07, n. s.，受容: r = .04, n. s.，気晴らし: r = -.04, n. s.)。不適応的感情制御方略得点においては，職
業選択不安得点と，反芻得点 (r = .28, p < .01)，自責得点 (r = .18 p < .01)，破局的思考得点 (r = .29, 
p < .01) と正の相関が示された。 
― 27 ―
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自己探索得点と感情制御方略得点においては，適応的感情制御方略得点 (認知的再評価: r = .27, p 
< .01，計画への再焦点化: r = .24, p < .01，大局的視点: r = .12, p < .01，受容: r = .21, p < .01) とのみ
正の相関が示された。一方で，自己探索得点と破局的思考得点においては，正の関連が示された (r 
= .13, p < .01)。環境探索得点においては，適応的感情制御方略得点と正の相関が示された (認知的
再評価: r = .23, p < .05，計画への再焦点化: r = .21, p < .01，大局的視点: r = .11, p < .01，受容: r = .15, 


















1 に職業選択不安得点と感情制御方略得点，ステップ 2 に交互作用項を投入し，自己探索得点と環
境探索得点を目的変数とする階層的重回帰分析を実施した。その結果，自己探索得点においては，
職業選択不安得点と反芻得点の交互作用が示された (β = .13, p < .05: Figure 1 (左))。単純傾斜検定
の結果 (Aiken, West, & Reno, 1991)，職業選択不安が高い場合でのみ，反芻得点の単純傾斜が有意で
あった (p < .01)。また，環境探索得点においては，職業選択不安得点と他者非難得点の交互作用が
示された (β = .14, p < .01: Figure 1 (右))。単純傾斜検定の結果，職業選択不安が高い場合でのみ，










 M SD 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 
1自己探索 3.65 0.67 -           
2環境探索 3.23 0.74 -.42** -          
3職業選択不安 54.90 15.85 -.12** -.19** -         
4認知的再評価 3.66 0.92 -.27** -.23** -.26** -        
5計画への再焦点化 4.05 0.74 -.24** -.21** -.12* -.40** -       
6大局的視点 3.35 0.91 -.12** -.11** -.07  -.26** -.14** -      
7受容 4.08 0.76 -.21** -.15** -.04  -.18** -.32** -.17** -     
8気晴らし 3.29 0.93 -.07 -.21** -.04  -.20** -.08 -.24** -.10  -    
9反芻 3.72 0.84 -.16  -.05 -.28** -.01  -.04  -.02 -.24** -.06 -   
10自責 3.82 0.85 -.10  -.07 -.18** -.08 -.16** -.10 -.32** -.11 -.32** -  
11他者非難 2.65 0.97 -.02  -.05  -.11  -.02 -.11  -.10 -.12* -.29** -.08  -.24** - 
12破局的思考 3.38 1.02 -.13* -.04 -.29** -.10 -.01  -.04  -.14* -.08 -.52** -.27** .18** 
Note. ** = p < .01* = p < .05， 
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Figure 1 単純傾斜検定の結果
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難方略とは，対象の出来事の原因を自己に帰属せず，自分以外の人やものに原因があると考えるこ
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Victim blaming and perpetrator blaming by bystanders to cyberbullying 
―The separate effects of subordinate concepts of belief in a just world― 
 
 
Ryo Nonaka and Yasuko Morinaga 
 
Previous research has shown that belief in a just world (BJW) is associated with victim 
blaming at a crime scene. We investigated the effects of two subordinate concepts of 
BJW—belief in immanent justice (BIJ) and belief in ultimate justice (BUJ)—on victim and 
perpetrator blaming in cyberbullying in two studies. In both studies, university students 
responded to a Multidimensional Belief in a Just World Scale (i.e., BIJ and BUJ), and then, 
one week later, they evaluated a victim and perpetrators in a hypothetical scenario in which a 
high school student is bullied by his/her classmates online. In both studies, participants who 
considered the scenario cyberbullying blamed the victim less and blamed the perpetrators 
more than those who did not believe it was cyberbullying. Of the participants from the second 
study who considered the scenario cyberbullying, structural equation modeling analysis 
revealed that BIJ endorsement led to perpetrators blaming, whereas BUJ endorsement led to 
psychological dissociation from the victim. These results indicate that there can be different 
relationships between the two types of BJW and just-world maintenance strategies when 
cyberbullying occurs. 








撃のことを指す (Kowalski, Limber, & Agaston, 2008) 。Roberto, Savage, Ramos-Salazar & Deiss (2014) 
によると高校生の 35％がネットを介してのいじめの被害，加害に関わったことがあり，日本におい
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ても，パソコンや携帯電話での中傷，嫌がらせが 2018 年には 12632 件 (認知件数) 報告され，過去
最高を記録している (文部科学省，2018) 。 
また，ネットいじめは被害者に対して深刻な影響を及ぼすことが示されている。ネットにおける













るのではなく，沈黙を保ち，いじめ加害者の加勢することさえあると指摘されている (van Cleemput, 














るとしている(Warner, VanDeursen, & Pope, 2012) 。Mendonca, Gouveia-Pereira, & Miranda (2016) に
よると，暴行場面において，公正世界信念が高い人は，被害者への責任帰属や被害の過少評価とい











Maes & Schmitt (1999) は公正世界信念と被害者非難との間に関連がみられない，また被害者非難と
負の関連がみられる研究 (Bierhoff, Klein, & Kramp, 1991; Bush, Krebs, & Carpendale, 1993; Kerr & 
Kurtz, 1977) が存在し, 関連に一貫性がみられないことを指摘している。Maes & Schmitt (1999) は，
公正世界信念には Maes (1998)が提唱した下位概念が存在し，その下位概念ごとに信念維持方略が異
なる可能性を指摘している。実際に Maes & Schmitt (1999) や Maes (1998) は，下位概念により過失
を咎める態度や被害者への責任帰属との関連が異なることを示している。  
公正世界信念の下位概念として，Maes (1998) では，内在的公正世界信念 (Belief in Immanent 










的努力を必要としないため，このような傾向と関連しないことが示されている (Maes & Schmitt, 

















行動をとらない傾向にあること (Correia & Dalbert, 2008) や被害者がいじめの責任を自己に帰属す













参加者 教養科目の心理学の講義終了後に 2 週にわたって，調査を行い，広島大学の学生，133 名
が参加した。そのうち，回答に不備のあった者，片方にしか回答がなかった者を除いた 115 名 (男
性 66 名) を分析対象とした。平均年齢は 18.6 歳 (SD=1.05) であった。 
物語の提示 高校生である K 田 (被害者) がブログをやっていた際に，そのブログに対して，ク
ラスメイトと思われる A ら (加害者) に批判的な書き込みをされたという趣旨の架空の出来事を作
成した。そしてその出来事を K 田のクラスメイトである参加者が偶然目にしたという物語にした 
(付録参照)。また被害者や参加者の性別によって，被害者への非難が異なることから (Gini, 2008)，
被害者，加害者，参加者の性別をすべて同性となるように行った。 
手続きと測定項目 質問紙調査は 2 週にわたり行われ，1 回目の調査では，村山・三浦 (2015) の
多次元公正世界信念 12 項目 (内在的公正世界信念：4 項目，項目例「悪事を働く全ての者はやがて
その責任を負うことになる」，α=.89，究極的公正世界信念：4 項目，項目例「ひどく苦しんだ者は
いつか報われる」，α=.85，不公正世界信念：4 項目，項目例「世の中は不公平なことだらけだ」，
α=.80) を用い，「全くそう思わない (1)」から「かなりそう思う (6)」の 6 件法で回答を求めた。 
1 週間後の 2 回目の調査では，参加者にネット上を舞台にした物語が提示され，熟読後に以下の




田くんに落ち度があって起きた」の 5 項目 (α=.84) を用い，「全くそう思わない (1)」から「かな
りそう思う (6)」の 6 件法で回答を求めた。次に加害者非難について山田 (2001) を参考に作成した
「書き込みは A らに責任がある」，「A らの書き込みの行為は悪質であった」，「書き込みが起き
たのは A らに問題があったからだ」の 3 項目 (α=.75) を用い，「全くそう思わない (1)」から「か
なりそう思う (6)」の 6 件法で回答を求めた。また心的距離について，村山・三浦 (2015) の被害者
との心的距離，「自分も K 田くんと似たような出来事に巻き込まれるかもしれない」，「K 田くん
のようなことが自分の近しい人にも起こりうる」の 2 項目 (α=.90) を用い，「全くそう思わない (1)」
から「かなりそう思う (6)」の 6 件法で回答を求めた。さらに加害者の非人間化について，Haslam 
(2006) の人間的性質の否定，「A らは知性がない」，「A らは未熟だ」，「A らは単純だ」，「A
らは無能だ」の 4 項目 (α=.75) を用い，「全くそう思わない (1)」から「かなりそう思う (6)」の 6
件法で回答を求めた。加えて，呈示された物語をいじめと認識したかについて，「はい (1)」，「い
いえ (2)」，「わからない (3)」の 3 件法で回答を求め，過去のいじめ経験について，「ネット上で
は，他者を傷つけたり，けなしたりするような言葉や文章が書かれたり，そのような写真が載せら
れたりすることがある」というネット上におけるいじめの例を呈示し，参加者に被害者，加害者，
傍観者の経験があるかについて「はい (1)」，「いいえ (2)」の 2 件法で回答を求めた。最後に，参




名，被害者経験：3 名, 傍観者経験：7 名) が少なかったため，以降の分析では，要因としていじめ
経験を考慮しなかった。またいじめ認識について，「いいえ」，もしくは，「わからない」と回答
した参加者は，どちらも物語をいじめと判断しなかったという点から，分析では同義として扱った。
また本研究の分析は全て清水 (2016) のフリーの統計分析ソフト HAD を用いて行なった。 
被害者非難等の測定変数は，いじめ認識によって差異がみられることが考えられたため，各変数
において t検定を行ったところ (Table 1) 被害者非難，加害者非難，加害者の非人間化で有意差がみ
られた。物語をいじめと判断した参加者は，いじめと判断しなかった参加者よりも被害者非難の得
点が低く，加害者非難と加害者の非人間化の得点が高かった。また被害者非難はいじめ認識の有無
















者の非人間化への影響がみられるかを検討するために Figure 1 のようなモデルを作成し，共分散構
造分析を行った。いじめ認識で目的変数の平均値に差異がみられたため，いじめ認識別に行い，ま
た，各変数と年齢や性別，不公正世界信念に相関がみられたため統制した。いじめと認識した参加
者の結果を Figure 2 に，いじめと認識しなかった参加者の結果を Figure 3 に示した。Figure 2，3 は
ともに加害者の非人間化から加害者非難への正の影響は有意であったが, 適合度が低く，十分では
なかった (Figure 2：χ2 (9) = 34.065，p<.001，GFI=.933，AGFI=.663，CFI=.793，RMSEA=.176，Figure 






n=25 t値 自由度 p値 効果量(d)
内在的公正世界信念 3.85(0.89) 3.61(0.92) 1.16 37.16 .254 0.27
究極的公正世界信念 3.27(0.81) 3.16(0.74) 0.62 41.45 .537 0.13
不公正世界信念 3.88(0.87) 3.86(0.81) 0.13 40.70 .901 0.03
被害者非難 2.26(0.84) 2.78(0.99) 2.44 34.26 .020 0.60
加害者非難 5.14(0.63) 4.65(0.70) 3.15 36.02 .003 0.74
心的距離 3.77(1.18) 3.36(1.10) 1.63 40.64 .112 0.35




測定変数 1 2 3 4 5 6 7 8
1. 年齢 ・・・  -.10 .03 .20 .17 .02  -.22 .02 .07
2. 性別 -.15 ・・・   -.01 .17 .04  -.04 .23 .09         .54**
3. 内在的公正世界信念 -.07 .04 ・・・     .48* .07 .08  -.01 .29    -.23
4. 究極的公正世界信念   -.18+ .13       .53** ・・・ .31 .16  -.19 .16 .09
5. 不公正世界信念 .17  -.13    -.19+  -.17 ・・・ .32  -.11 .16 .27
6. 被害者非難    -.26*    -.21*  -.01  -.02  -.08 ・・・    -.41* .30 .05
7. 加害者非難     .22* .07 .05 .01 .14     -.58** ・・・ .17       .49*
8. 心的距離a) .09 .01  -.02  -.08       .38** -.12 .11 ・・・ .01
9. 加害者の非人間化 .13 .10  -.07  -.13       .33**     -.37**       .56** .18+ 　・・・
注1) 性別は，男性=1, 女性=2を示す。
注2) 上部にいじめ認識なしの参加者，下部にいじめ認識ありの参加者の結果を示している。
a)    
心的距離は数値が低いほど被害者と自分を乖離させている。














Figure 2. いじめと認識した参加者における共分散構造分析の結果 研究1 。 　　　　 a) 心的距離は数値が低いほど距離を遠くする。
　　　　 a) 心的距離は数値が低いほど距離を遠くする。
       ** p  < .01  * p  < .05  + p  < .10
統制変数の影響(有意なもののみ記載)

















Figure 3. いじめと認識しなかった参加者における共分散構造分析の結果 (研究1)。
　　　　 a) 心的距離は数値が低いほど距離を遠くする。
              * * p  < .01  * p  < .05  + p < .10
              統制変数の影響 (有意なもののみ記載)
































研究 2 では，物語，被害者非難の尺度を一部変更し，研究 1 と同様の仮説を再び検証する。また
研究 1 では，物語をいじめと認識するかどうかで，被害者非難，加害者非難に差異がみられた。研
究 2 においても同様の傾向がみられると考えられるため，いじめ認識別に結果を検討する。 
 
方法 
参加者 心理学の講義終了後に 2 週にわたって，調査を行い，広島大学の学生，61 名が参加した。 
そのうち，回答に不備のあった者，片方にしか回答がなかった者を除いた 54 名 (男性 22 名) を分
析対象とした。平均年齢は 19.6 歳 (SD=0.94) であった。 
物語の呈示 研究 1 で使用した物語の設定は変更せず，A らの発言を一部変更し，使用した (付 
録参照)。 
手続きと質問項目 質問紙調査は，2 回に分けて行った。1 回目の調査では，研究 1 と同様に多次
元公正世界信念 12 項目 (内在的: α=.86, 究極的: α=.86, 不公正: α=.69) への回答を求めた。1 週間後
の 2 回目の調査では，参加者にネット上を舞台にした物語を呈示した後，被害者非難 (後述) を尋
ね，その後，研究 1 と同様の尺度を用い，加害者非難 (α=.66), 心的距離 (α=.77)，加害者の非人間
化  (α=.69) への回答を求めた。被害者非難について，研究 1 の尺度の内容をより物語に準ずるも
のに変更し，「K 田くんがいつも授業中寝ているせいで書き込みが起きた」，「体育でよくミスを
する K 田くんにも落ち度がある」，「勉強をあまりしない K 田くんが書き込みされたのは仕方がな
い」，「K 田くんはブログを始めなければよかった」「K 田くんが他の人に迷惑をかけているとし
たら，K 田くんにも書き込みが起きた原因がある」の 5 項目 (α=.80) への回答を求めた。上記の尺
度はすべて，「全くそう思わない (1)」から「かなりそう思う (6)」の 6 件法で行った。最後に，研
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究 1 同様，物語をいじめと認識したかどうかについて，また参加者の性別，年齢，過去のネットい




加者 (加害者経験：5 名，被害者経験：4 名) が少なかったため，今回の分析では傍観者経験 (16 人) 
のみ要因として使用した。また研究 1 同様，いじめ認識について，わからないという回答はいじめ
認識なしと同義として扱った。 
いじめ認識による差異を検討するために，各変数において t検定を行ったところ (Table 3)，心的
距離以外のすべての変数で有意差がみられた。 
 






測定変数 1 2 3 4 5 6 7 8 10
1. 年齢 ・・・  -.14  -.06  -.34  -.41 .31  -.40  -.32     -.45+  .01
2. 性別 .11 ・・・   .09  -.16  -.13  -.01 .34 .14 .13  .49
3. 傍観者経験   .23   .05 ・・・    -.59*  -.34   -.27   -.06   .04       .54*  .03
4. 内在的公正世界信念  -.08  -.03   .06 ・・・       .76** .42 .31  -.21   -.31 -.07
5. 究極的公正世界信念  -.03 .10   -.10       .57** ・・・ .40 .40    -.50+   -.19 -.32
6. 不公正世界信念     .33*  -.08   -.10  -.21    -.40* ・・・ .04    -.50+     -.51* -.08
7. 被害者非難 .03 .06    .11  -.03  -.05  -.07 ・・・    -.35 .28   -.34
8. 加害者非難  -.25 .12   -.08 .27     .31+  -.06    -.31+ ・・・    .20    .49+
9. 心的距離a)  -.08  -.08    .18    -.31+   -.35* .06  -.02  -.01 ・・・  -.21




a)    
心的距離は数値が低いほど被害者と自分を乖離させている。




次にいじめ認識で差異がみられたことから，研究 1 と同様に，いじめ認識別に，Figure 1 のモデ
ルを用い，共分散構造分析を行った。その際に各変数に相関がみられた年齢，性別，傍観者経験, 不
公正世界信念を統制した。いじめと認識した参加者の結果を Figure 4 に，いじめと認識しなかった
参加者の結果を Figure 5 に示した。また Figure 4 のモデルの適合度は許容範囲であったが (χ2 (9) = 
9.660，p>.05，GFI=.952，AGFI=.708，CFI=.985，RMSEA=.044)，Figure 5 のモデルの適合度は低く，









Figure 4. いじめと認識した参加者における共分散構造分析の結果 (研究2)。
a) 心的距離は数値が低いほど距離を遠くする。

















Figure 5. いじめと認識しなかった参加者における共分散構造分析の結果 (研究2)。
　　　 a) 心的距離は数値が低いほど距離を遠くする。
                      * * p  < .01, * p  < .05, + p  < .10
             統制変数の影響 (有意なもののみ記載)
             年齢→加害者非難　-.48*　年齢→心的距離　-.42+
             年齢→内在的公正世界信念　-.40*　年齢→究極的公正世界信念　-.45*
             性別→被害者非難　.36+　性別→加害者の非人間化　.53*
             傍観者経験→心的距離　.41*　傍観者経験→内在的公正世界信念　-.60**
























































として，信念維持方略が出来事の深刻度によって異なる可能性が考えられる。Koehler & Weber 
(2018) によると，傍観者が出来事を深刻と認識した場合，被害者非難を行わない傾向にあるとして
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研究 1 で用いた物語(男性版) 






A  K 田，ブログやってんだね。そんな暇あるの？ 
B  写真載せてるけど，写真を撮る暇あるなら，クラス 
の平均点下げないように勉強でもしたら w? 
   いつも出来が悪いから，正直迷惑なんだよね。 
A  同感。授業中いつも寝てて，当てられても間違えて， 
ほんと邪魔。 
B  だよね。バカはバカなりに努力してよ w 
C  俺もそう思うな，昨日のテストでも赤点とってたし， 
反省してないの？それに運動もできないしさ，写真 
の前に痩せろよ笑 




A  当たってる w 
C  ほんとそれ。 
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A  あと，1 組の S 川のこと好きなんだって？ 
C まじで w 
B  それ，誰からの情報？ 
A ほんとらしい，1 組のやつが話してた。 
C K 田，顔も悪くて，人と話す時，おどおどするくせに無理だろう w 




研究 2 で用いた物語(男性版) 






A  K 田，ブログやってんだね。そんな暇あるの？ 
B  写真載せてるけど，写真撮る暇あるなら，クラス 
の平均点下げないように勉強でもしたらどう w？ 
いつも出来が悪くて，正直迷惑なんだよね。 
A  同感。授業中いつも寝てて，当てられても間違え 
て，宿題はやってこない，ほんと邪魔だよ。 
B  だよね。できないならできないなりに少しは努力 
したら。 
C  俺もそう思うな，昨日のテストでも赤点とってた  
し，反省してないの？それに運動もできないしさ，写真を撮る前に痩せろよ笑 
B  わかる，体育でミスばっかりするし，同じチーム 
になりたくないんだよね。 
A  ほんとそれ，みんな迷惑してるよ 
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Factors of a Sense of Authenticity and Their Influence on Psychological Well-being in Adolescence 
 
Tomoki Ota, Narumi Masuda, and Yuka Kamite 
 
In this study, we aimed to examine the factors that contribute to the formation of a sense of 
authenticity and the process by which a sense of authenticity is formed. First, we examined 
the relationship between a sense of authenticity and a sense of superiority in relation to 
psychological well-being among 221 university students. The results showed that a sense of 
authenticity is more significant for psychological well-being than a sense of superiority and 
helps form adaptive self-esteem. In addition, the results of the study regarding how to make 
meaning from past experiences show that reconsidering experiences has a positive impact on 
the establishment of identity. Second, interviews were conducted with 10 university students 
and analyzed using Trajectory Equifinality Model (TEM). As a result, we found that there are 
four factors that contribute to the formation of a sense of authenticity awareness of one’s true 
self, forming one’s own identity based on personal value standards, struggling with one’s 
inner self, and breaking free from the “captivity” of clinging beliefs. Thus, we suggest that 
these are the factors and processes that lead to the formation of a sense of authenticity.  
 













と不安定な自尊感情 (Unstable Self-Esteem) として区別し，外的基準や他者との比較に依存する随伴
性自尊感情であるか否かによって精神的な健康が左右されることを示唆している。 
こうした中，伊藤・小玉 (2005) は適応的な自尊感情を本来感として取り上げ，心理的 well-being
へ及ぼす影響について明らかにした。本来感とは「自分自身に感じる自分の中核的な本当らしさの
感覚の程度」を意味する。また本来感は，外的基準や比較によらず自分らしくいることで自然と感
じられる自尊感情であることから，Rosenberg (1965) が挙げた“これで良い (good enough) ”とす
る自尊感情と近接する概念であると考えられている。これに対し随伴性自尊感情は，外的基準に依
存して変化することから，Rosenberg (1965) が挙げた“とても良い (very good) ”とする自尊感情と
近接した概念であると考えられている。両概念について伊藤・川崎・小玉 (2011) は，大学生の本
来感と随伴性自尊感情の指標である優越感を用いて，両概念の関係性に焦点を当てた研究を行って































する意味づけだけでなく，Rubin & Berntsen (2006) が作成した出来事の中心性尺度 (Centrality of 
Event Scale: 以下，CES とする) を用いて，過去の体験がアイデンティティの中核を成す程度につい
ても検討されてきた。これに関して Watanabe (2017) は，ネガティブな出来事の中心性が高いほど
肯定的意味が付与されやすく，アイデンティティ確立が促進されることを示しており，体験に対す
る意味づけと体験 (出来事) の中心性は密接につながっていると考えられる。そのため，本研究に
おいても CES を用いた検討を行うこととした。 
以上のことから次の 3 点を本研究の目的とする。まず研究 I では，本来感が先行研究と同様に適
応的な自尊感情と呼べるのかを明らかにするため，本来感と随伴性自尊感情の指標である優越感が
心理的 well-being に与える影響について比較検討する。また，本来感の形成要因の 1 つとして“体
験に対する捉えなおし”を想定した上で，過去の体験内容と意味づけの違いの観点から，本来感と






広島県内に在学している 18〜26 歳の大学生 221 名 (男性 160 名，女性 57 名，その他 4 名，平均
年齢 19.86 ±1.16 歳) を調査参加者とした。調査は 2020 年 10〜11 月に，広島県内の 2 つの大学に
おいて，オンライン回答形式の質問紙調査についての募集を行い実施された。 
2. 調査内容 
本来感 伊藤・小玉 (2005) が作成した本来感尺度 7 項目を使用した。代表的な質問項目は「い
つも自分らしくいられる」「人前でもありのままの自分を出せる」等であり，「1：当てはまらない」
〜「5：当てはまる」までの 5 件法で回答を求めた。 
優越感 小塩 (1998) が作成した自己愛人格目録の短縮版の下位尺度である「優越感・有能感」
の 10 項目を使用した。代表的な質問項目は「私は，才能に恵まれた人間であると思う」であり，「1：
全く当てはまらない」〜「5：とてもよく当てはまる」までの 5 件法で回答を求めた。 
アイデンティティ確立 本研究では青年期における心理的 well-being の指標の 1 つとして，下山 
(1992) が作成したアイデンティティ尺度の下位尺度である「アイデンティティ確立」の 10 項目を
使用した。代表的な質問項目は「私は，自分なりの価値観を持っている」であり，「1：全く当ては
まらない」〜「4：よく当てはまる」までの 4 件法で回答を求めた。 
主観的幸福感 心理的 well-being には，抑うつ・不安のなさ，人生に満足していること等が挙げ
られ，その中に自己の情動状態の快・不快についての主観的感覚を意味する主観的幸福感がある。




の内，「至福感」に属する 3 項目を除いた計 12 項目を使用した。これは「至福感」に関する内容が，
宗教的体験の基盤が日常生活にない日本人にとって馴染みにくく，主観的幸福感に対する説明率が
低いことが明らかになっているためである。代表的な質問項目は「あなたは人生が面白いと思いま
すか」であり，「1：全く−ない」〜「4：非常に−」までの 4 件法で回答を求めた。 
自分らしさに影響を与えた体験 「自分らしさ」の感覚である本来感と“体験に対する捉えなお






出来事の中心性 Rubin & Berntsen (2006) が作成した CES の日本語短縮版 (ルービン・バーント
セン，2008) を使用した。自由記述で回答した「自分らしさに最も影響を及ぼしたと考える体験」










本来感尺度 本来感尺度に対して確認的因子分析を行ったところ，モデル適合度は CFI = .896，
RMSEA = .140 と十分な値を示さなかったため，探索的因子分析 (最尤法，プロマックス回転) を行
った。スクリープロットの固有値の推移から 2 因子モデルが妥当であると判断された。2 因子の分
類と因子負荷量，内的整合性については Table 1 に示した。分析の結果，モデル適合度は χ2 (df : 8) = 
16.26 (p < .05) , CFI = .985，RMSEA = .070，AIC =42.60，BIC =86.78 であった。各因子に対する因子
負荷量は，全項目において.43 を上回っていたことから， 7 項目を全て採用した。 
優越感尺度 優越感尺度に対して確認的因子分析を行ったところ，モデル適合度は CFI = .846，
RMSEA = .147 と十分な値を示さなかったため，本来感尺度と同様に探索的因子分析 (最尤法，プロ
マックス回転) を行った。スクリープロットの固有値の推移から 2 因子モデルが妥当であると判断
された。2 因子の分類と因子負荷量，内的整合性については Table 2 に示した。分析の結果，モデル
適合度は χ2 (df : 26) = 57.24 (p < .01) , CFI = .970，RMSEA = .076，AIC =96.71，BIC =161.28 であった。





ろ，モデル適合度は χ2 (df : 35) = 67.79 (p < .01) , CFI = .948，RMSEA = .067，AIC =89.31，BIC = 123.30
であり，先行研究と同様の 1 因子モデルの妥当性が示された。因子負荷量は全項目において.59 を
上回っていたことから，10 項目を全て採用した。尺度項目の内的整合性は α = .86 であった。 
主観的幸福感尺度  探索的因子分析 (最尤法，プロマックス回転) を行ったところ，2 因子モデル
が妥当であると判断された。2 因子の分類と因子負荷量，内的整合性については Table 3 に示した。
分析の結果，モデル適合度は χ2 (df : 43) = 69.58 (p < .01) , CFI = .960，RMSEA = .055，AIC = 117.59，
BIC = 195.74 であった。因子負荷量の基準を.35 とし，「3：期待通りの生活水準や社会的地位を手に
入れたと思いますか」，「10：これまでどの程度成功したり出世したと感じていますか」の 2 項目を
除いた 10 項目を採用した。 
出来事の中心性尺度 出来事の中心性尺度に対して確認的因子分析を行ったところ，モデル適合
度は χ2 (df : 14) = 15.09 (p = .37) , CFI = .998，RMSEA = .022，AIC =29.38，BIC = 52.44 であり，先行
研究と同様の 1 因子モデルの妥当性が示された。因子負荷量は全項目において.61 を上回っていた
ことから，7 項目を全て採用した。尺度項目の内的整合性は α = .88 であった。 
2. 各変数間の相関分析及び偏相関分析 
本来感及び優越感と心理的 well-being 指標との関連性を検討するため，各尺度得点を用いて相関
分析を行った。分析の結果，全ての尺度間に正の相関がみられ (p < .01) ，本来感得点と優越感得点
間においても中程度の相関 (r = .493) がみられた。さらに，本来感得点及び優越感得点をそれぞれ
統制変数とした偏相関分析を行い，結果を Table 4 と Table 5 に示した。優越感を統制変数とした場
合において，本来感得点と主観的幸福感得点の相関は r = .280 (p < .01) , 本来感得点とアイデンティ
ティ確立得点の相関は r = .404 (p < .01) となっており，本来感と心理的 well-being 指標との間に有
意な相関があることが示された。一方，本来感を統制変数とした場合においては，優越感得点とア
イデンティティ確立得点の相関は r = .416 (p < .01) で中程度の相関がみられたが，優越感得点と主
観的幸福感得点間においては有意な相関がみられなかった。 
 
3. 本来感が心理的 well-being に与える影響の検討 
アイデンティティ確立を媒介したモデル 相関分析と偏相関分析において，主観的幸福感とアイ
デンティティ確立の間に有意な相関が示されたことから，2 つの心理的 well-being 指標と本来感の
間でみられた相関が，間接効果によって生じた可能性が示唆される。そのため，本来感が 2 つの心
理的 well-being 指標に直接的な影響を及ぼしているのかを検討するため，初めにアイデンティティ
確立を媒介変数とした媒介分析を行った (Figure 1) 。本来感から主観的幸福感へのパス係数の変化
は，本来感から主観的幸福感への総合効果からアイデンティティ確立を媒介した後の直接効果への
変化を示している。分析の結果，本来感からアイデンティティ確立への有意な正の効果 (β = .57，p 
< .01) ,アイデンティティ確立から主観的幸福感への有意な正の効果 (β = .30，p < .01) がみられた。
また，アイデンティティ確立を媒介させることで，媒介させる前と比べて本来感から主観的幸福感




全7項目 (α  = .83) Factor1 Factor2 共通性
1：いつも自分らしくいられる .89 -.10 .67
.81 -.07 .59
3：人前でもありのままの自分が出せる .63 .13 .53
6：他人と自分を比べて落ち込む事が多い .43 .17 .31
Factor 2 (3項目，α  = .70)
4：いつも自分を見失わないでいられる .00 .88 .78
5：いつでも揺るがない「自分」を持っている .23 .64 .66
7：これが自分だ，と実感できるものがある -.09 .45 .15
因子間相関
Factor 1 1.00 .71















8：私に接する人はみんな，私という人間を気に入ってくれるようだ -.04 .75 .53
10：周りの人達が自分のことを良い人間だと言ってくれるので，自分でもそうなんだと思う .18 .39 .26
因子間相関
Factor 1 1.00 .50
Factor 2 .50 1.00









Factor 1 (7項目，α  = .90)











アイデンティティ確立 .404** .321** 1.000






主観的幸福感 .125 + 1.000
アイデンティティ確立 .416** .265** 1.000







β = .17 (p < .01) だった (95%信頼区間 [0.02，0.07]) 。 
主観的幸福感を媒介したモデル また，アイデンティティ確立を媒介したモデルの検討と同様に，
主観的幸福感を媒介変数とした媒介分析を行った (Figure 2) 。本来感からアイデンティティ確立へ
のパス係数の変化は，本来感からアイデンティティ確立への総合効果から主観的幸福感を媒介した
後の直接効果への変化を示している。分析の結果，本来感から主観的幸福感への有意な正の効果 (β 
= .37，p < .01) , 主観的幸福感からアイデンティティ確立への有意な正の効果 (β = .23，p < .01) が
みられた。また，主観的幸福感を媒介させることで，媒介させる前と比べて本来感からアイデンテ
ィティ確立への有意な正の効果は β = .57 (p < .01) から β = .48 (p < .01) へと変化した。次に主観的
幸福感の間接効果の有意性を確認するため，ブートストラップ法 (ブートストラップ標本：2000) に
よる検討を行った結果，本来感から主観的幸福感を媒介したアイデンティティ確立への間接効果は




= .13，p = .06) , 本研究では，アイデンティティ確立及び主観的幸福感が媒介するモデルを想定した
媒介分析は行わず，優越感を独立変数，アイデンティティ確立を従属変数とした単回帰分析を行っ



















ち，体験に対して肯定的意味づけを行った群 (163 名: 以下，ポジティブ群とする) と体験に対して
否定的意味づけを行った群 (36 名: 以下，ネガティブ群とする) に分類し，2 群の本来感得点，主観
的幸福感得点，アイデンティティ確立得点，出来事の中心性得点を t 検定によって比較した。その
結果，ポジティブ群の本来感得点 (t (197) = 3.63, p < .01, d = .67) , 主観的幸福感得点 (t (197) = 3.12, 
p < .01, d = .57) , アイデンティティ確立得点 (t (197) = 4.17, p < .01, d = .77) , 出来事の中心性得点 (t 















参加者を分類した。分類は調査者 1 名及び心理学を専攻する大学院生 2 名の計 3 名によって行われ
た。分類の一致しない体験については，評定者 3 名の間で合議決定した (評定一致率：88%) 。“苦
難”の有無を判別するにあたり，大学生のストレス得点表 (夏目・村田，1993) を参照し，体験に
伴うストレスレベルの高低の判断目安とした。分類の結果，“苦難”と判断された参加者は 58 名 (そ
の内，肯定的意味づけを行った者は 39 名) ，“苦難”と判断されなかった参加者は 141 名であった。
本研究においては，“苦難”に対して肯定的意味づけを行った 39 名を「苦難捉えなおし群」，“苦難”
に対して否定的意味づけを行った 19 名を「苦難とらわれ群」，体験内容が“苦難”であると判断さ
れなかった 141 名を「苦難とらわれなし群」と操作的に定義した。 
体験に対する捉えなおしに着目した比較検討 分類した 3 群の本来感得点，主観的幸福感得点，
アイデンティティ確立得点，出来事の中心性得点に差がみられるかを検討するため，一要因分散分
析を行った。その結果，本来感得点 (F (2, 196) = 0.72, n.s., η2 = .01) , 主観的幸福感得点 (F (2, 196) = 
1.35, n.s., η2 = .01) , 出来事の中心性得点 (F (2, 196) = 6.47, n.s., η2 = .06) については 3 群間のいずれ
も有意な差がみられなかった。一方で，アイデンティティ得点においては 3 群間の主効果が有意 (F 
(2, 196) = 4.43, p < .05, η2 = .04) であり，修正版 Shaffer 法による多重比較の結果，「苦難捉えなおし




1. 本来感と優越感の相違点  
研究 I では，第一に，本来感と優越感が心理的 well-being に与える影響について比較検討するこ
と，第二に，“体験に対する捉えなおし”が本来感及び心理的 well-being に与える影響について検討
することを目的としていた。分析結果から，優越感はアイデンティティ確立に対してのみ有意な影
響を与えるのに対し，本来感は 2 つの心理的 well-being 指標に対して有意な影響を与えることが示








川崎・小玉，2011) 。また本来感については，内的要因 (自分なりの生き方等) の自尊源を反映する
という見解 (Arndt & Schimel，2003) と，自尊源に随伴しない感覚であるという見解 (伊藤・川崎・
小玉，2011) が示されている。そして Kernis (2003) は，自尊源を外的基準や他者との比較に求める












考えられる。よって研究 II では，どのような自尊感情を伴った自己価値 (自分らしさ) が形成され
ているのかという観点を踏まえて，本来感の具体的な形成プロセスを検討する必要があると言える。 
 
2. 体験に対する捉えなおしの役割について  



































研究 I の参加者のうち，オンライン回答上で面接調査の参加に同意した 19〜23 歳までの 10 名 (男
性 4 名，女性 6 名) を研究 II の調査参加者とした。参加者は，面接調査を行う前に研究 II の目的と
内容について説明を受けた上で，改めて参加に同意した者を対象とした。参加者に関する情報は








面接調査では，(a) 家族構成，(b) 本来感が変化したときのきっかけ，(c) 生活状況の変化 (友人
関係，学校生活，家族関係など)，(d) 生活する上での心情の変化 (普段の生活で考えていたこと)，


















の TEM 図を作成する，という手順で行った。データの分析及び TEM 図の作成については，指導教
員 1 名による指導のもと，心理学を専攻する学生数名によって複数回検討を行った。 
 
4. 倫理的配慮 
倫理的配慮として，(a) 本研究の目的, (b) 参加者の自由意思に基づく調査であること，(c) 調査へ







No. 年齢 性別 本来感の平均得点 (群分け) 現時点での状態 (EFP あるいは P - EFP)*
1 22 男 3.71点 (高群) P - EFP
2 22 女 3.00点 (低群) P - EFP
3 19 女 2.71点 (低群) EFP
4 22 女 3.71点 (高群) EFP
5 21 女 1.86点 (低群) P - EFP
6 19 女 3.00点 (低群) P - EFP
7 20 女 2.43点 (低群) P - EFP
8 21 男 2.71点 (低群) P - EFP
9 23 男 2.29点 (低群) EFP
10 20 男 3.71点 (高群) EFP
Table 6
調査参加者の概要
* EFP = 等至点，P - EFP = 両極化した等至点，を示す  
概念 定義 本研究における具体例
等至点 (EFP) 「多様な人生の径路が一旦収束する地点」 「安定した自己受容に至る」
両極化した等至点 (P-EFP) 「等至点で捉えられない補集合的な径路が収束する地点」 「安定した自己受容に至っていない」
必須通過点 (OPP) 「ほとんどの人が制度的・慣習的・ 結果的に経験せざるを得ない地点」 「家庭での関わり，友人との関わり」
分岐点 (BFP) 「個人の選択や出来事により，人生の径路が分かれていく地点」 「自己の変化で葛藤解決を試みる」等
社会的ガイド (SG) 「等至点へ向かう選択・行為を後押ししたり導いたりする影響を持つ要因」 「友人からの指摘」等

















の 2 点を本来感形成の基準とし，本研究における EFP は「安定した自己受容に至る」とした。 


































































































































家 庭 で の 関 わ り
⾃ 分 を 出 し て い る ⾃ 分 を 出 し て い な い
友 ⼈ と の 関 わ り
⾃ 分 を 出 さ な い の が 当 た り 前 に な る
⾃ 分 を 出 せ な い
嫌 わ れ る 不 安
居 ⼼ 地 の 良 さ の 模 索
⾃ ⼰ に つ い て 主 体 的 に 探 求 す る
⾃ ⾝ の キ ャ ラ を 模 索 す る
⾃ 分 が 分 か っ て く る
⼼ の ⾟ さ に と ら わ れ な い
⾃ 分 が 出 せ る ⾃ 分 が 出 せ な い
⾃ ⼰ へ の 理 解 が 進 む
⼈ 間 関 係 の 変 化 ・ ⾃ ⼰ 理 解 は 積 み 重 な る
⾃ 分 を 出 せ る よ う に な る
⾃ ⼰ 理 解 が リ セ ッ ト さ れ る
⾃ 分 が 分 か っ て く る
⾃ 分 を 出 せ な い
⾃ 分 が 分 か ら な い
内 ⾯ を 考 え る ⼼ の 余 裕 が 出 る ⼼ の 余 裕 が 出 な い
⾃ ⼰ に つ い て 受 動 的 に 探 求 を す る
挫 折 体 験
本 来 感 の 低 下 ⾃ ⼰ へ の 理 解 が 進 む




























































⾃ 然 体 の ⾃ 分 で 良 い と 考 え る
固 執 し て い た 信 念 か ら 抜 け 出 せ な い
⾃ 分 に 満 ⾜ す る こ と が で き な い
現 在 or こ れ ま で の ⾃ 分 に 不 満 ・ 葛 藤 を 抱 く
⾃ ⼰ の 変 化 で 葛 藤 解 決 を 試 み る
状 況 の 変 化 で 葛 藤 解 決 を 試 み る
安 ⼼ 感 の あ る 場 所 が で き る
⼀ 時 的 な 満 ⾜ を す る
⾃ 分 を 出 せ る よ う に な る
安 定 し た ⾃ ⼰ 受 容 に ⾄ る 安 定 し た ⾃ ⼰ 受 容 に ⾄ っ て い な い





































































⾃ 分 を わ か っ て 欲 し い と 思 う
素 の ⾃ 分 を 出 す こ と へ の 葛 藤























































































































































































































































































































































































3. 本来感の形成プロセスの特徴から見出された 4 つの類型 













3，5 の 2 名だった。3 つ目の類型は，所属する環境や人間関係の変化に応じて，自己理解や自己に
対する肯定的感情が随伴的に変化し，不安定な自己受容を繰り返すという特徴がみられた。この類
型の径路は，環境変化によって本来感が波打つように変化していると解釈されることから「波型」





































































が形成される (Erikson, 1968) と考えられている。アイデンティティと本来感は「自分らしさ」の感
覚である点で類似していることから，本来感形成においてもアイデンティティ・クライシスが重要










































































































































心理的 well-being の向上につながると考えられる。 
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不登校経験者の不登校経験に対する意味づけ過程の検討 
 
木戸 歩実1・上手 由香 
 
The meaning making process of school non-attendance 
 
Ayumi Kido and Yuka Kamite 
 
The current study sought to elucidate the meaning-making process of school non-attendance 
for individuals who had experienced the phenomenon. Specifically, individuals who 
experienced school non-attendance were interviewed about how they felt and struggled at that 
time, how their feelings changed, and what kinds of meaning they found after the experience. 
Participants were 15 individuals who had experienced school non-attendance at some point 
during elementary school or high school (age: 18–32 years). Data were collected using a 
semi-structured interview, and analyzed using the trajectory equifinality model (TEM). 
The results revealed that participants struggled when they were absent from school, whether 
they felt the necessity of going to school or not. Three categories of impact were found after 
the experience of school non-attendance: “Positive changes in situations”, “Positive 
changes in mind” and “Problems due to the influence of school non-attendance”. Some 
participants experienced a sense of guilt for their families and friends when they were absent 
from school that persisted for longer than 10 years. In addition, most participants experienced 
problems after school non-attendance.   
The results suggested that, even though individuals who experienced school non-attendance 
overcame mental conflicts, continuous support was needed. Developing approaches to address 
the sense of guilt may be beneficial.  
 








1 医療法人横田会 向陽台病院 
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いるのか (大嶋, 2004) という不登校経験に対する意味づけ研究がある。太田・岡本 (2018) は，Park 
(2010) をもとに，意味づけの研究は，意味づけの過程（Meaning Making）に関するもの，生成され
た意味 (Meaning Made) に関するもの，その双方を含むものの 3つがあると述べた。そして，意味
づけの過程に着目した研究は，意味づけを“ネガティブな出来事に対する解釈を変容していく認知
的対処” (Danhauer, Carlson, & Andrykowski, 2005) と捉えていると述べた。Park (2010) は，その認































小学校から高校の間で過去に不登校経験がある 18 歳以上の方 15名（男性 7名，女性 8名，平均
年齢 24 歳）。協力者は，A大学の複数の学生団体に本研究への協力を書面で依頼し，参加の同意を






A 23 女 3年3ヶ月（5年）
体調不良・
生活リズムの乱れ
B 22 男 1年6ヶ月（5年） 身体疾患
C 23 女 約2年（8年） 対人関係
D 22 女 1か月（6年） 対人関係
E 24 女 4年（6年） 母親の他界
F 24 男 6ヶ月（8年）
学校環境のストレス・
体調不良・対人関係
G 31 男  約12年（13年） 集団への恐怖・対人関係
H 21 男 6ヶ月（8年6ヶ月） 学校嫌い
I 23 女 6ヶ月（5年） 対人関係
J 32 女 5年（17年） 対人関係
K 25 男 1年9ヶ月（6年）
身体疾患・治癒後は
対人関係・学力面
L 18 女 約6年（2年） 対人関係
M 24 男 4年（9年6ヶ月）
失敗経験
その後は対人関係
N 19 女 11年目（0年） 学校への恐怖















複線経路・等至性モデル (Trajectory Equifinality Model : TEM) を用いて分析を行った。TEMは時
間を捨象せず個人の変容を社会との関係で捉え記述しようとする文化心理学の方法論である(安
田・サトウ, 2016) 。TEMでは，非可逆的な時間 (Irreversible time) の流れの中で，等至点（Equifinality 
Point : EFP）に向かう歩みにおいて，物理的・精神的な妨げになるような社会的方向付け（Social 













TEM による分析を行った結果，最終的に 8 個のコアカテゴリーと，36 個のサブカテゴリーが生
成された。不登校から現在に至るまでの期間は，「不登校期間」とその後の「不登校の意味づけ期」
に大別された。カテゴリーの詳細については，不登校期間を Table 3，不登校の意味づけ期を Table 4
に示した。カテゴリーの具体的な逐語データは，実際のデータを個人が特定されないように意味内
容に注意を払いながら若干の加工を加えた。不登校経験の意味づけ過程の TEM 図を Figure 1. に示
した。以下 TEMの概念に関連するものを【 】，コアカテゴリーを＜ ＞，サブカテゴリーを≪ ≫，
その他の TEM 図に含まれる表現を“ ”で示した。また，TEMの概念説明と本研究における位置づ
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進 路 の 多様
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た。これらについて，Park (2010) における意味づけ過程と生成された意味の点から考察する。 
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容」の 5つが挙げられている (Tedeschi & Calhoun, 1996)。PTGにおける「他者との関係の変容」と
は，喪失や悲劇の結果，他者との関係がより親密になることや，特に苦悩を経験している他者に対
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岡本 咲来・古川 善也・増田 成美・上手 由香 
 
Factors Behind the Ibasho: Focusing on the needs and behaviors related to group adaptation 
 
Saki Okamoto, Yoshiya Furukawa, Narumi Masuda and Yuka Kamite 
 
In this study, we hypothesized that the psychological Ibasho, which arises in relationships 
with others, is a sense of unconditional affirmation of one’s true self and an adaptive sense of 
being needed by others. The purpose of this study was to examine the effects of individual 
desires and behaviors on Ibasho in order to obtain an understanding of how they functioned. We 
measured Ibasho, over-adaptation, rejection–avoidance need (desire not to be rejected by 
others), and interpersonal dependency in 146 university students．We then examined the validity 
of the model using covariance structure analysis. The results showed that affectional 
dependency and sense of self-inadequacy predicted the sense of role through an orientation to 
others. In addition, instrumental dependency predicted role sense through an orientation to 
others. On the other hand, comfort was not significantly related to excessive external adaptation 
and rejection–avoidance need. These results suggest a difference in the nature of two aspects of 
Ibasho: role sense and comfort. The sense of role was a concept that depended on external 
criteria and was predicted by orientation to others, which is excessive external adaptation. Based 
on these results, we recommend adaptive Ibasho.  
 
































































































































Figure 1.  本研究における仮説モデル。 
方法
調査時期 2020 年 10 月～11 月に実施した。
調査協力者 質問紙に回答をした参加者は，大学生 146 名 (男性 40 名，女性 103 名，未記入 3
名)，平均年齢 21.1 歳 (SD = 1.48) であった。
調査内容 本研究では調査協力者に対して居場所感，過剰適応，拒否回避欲求，対人依存欲求を
測定する尺度に回答するよう求めた。
(a) 居場所感 則定 (2007) の青年版心理的居場所感尺度を用いた。青年版心理的居場所感尺度 
は，「○○と一緒にいると，ありのままの自分でいいのだと感じる」などの「本来感」因子 4 項目，
「○○の役に立っている」などの「役割感」因子 6 項目，「○○に受け入れられている」などの「被
受容感」因子 6 項目，「○○と一緒にいると，安心する」などの「安心感」因子 4 項目の計 4 因子 20
項目で構成されている。想起対象を教示する「○○」の部分には，「その人たち」という言葉を入れ，
具体的に学生生活において自分と関わりのあるコミュニティ (学部，研究室，アルバイト先，部活
動，サークルなど) を想起させた上で回答を求めた。それぞれの項目に対する回答は 5 件法で求め
た。 




の「期待に沿う努力」因子 7 項目，「自分には自信がない」などの「自己不全感」因子 6 項目の計 5
因子 33 項目で構成されている。それぞれの項目に対する回答は 5 件法で求めた。 
(c) 拒否回避欲求 小島・太田・菅原 (2003) の拒否回避欲求尺度を用いた。拒否回避欲求尺度は， 
「意見を言う時，みんなに反対されないかと気になる」などの 1 因子 9 項目で構成されている。そ
れぞれの項目に対する回答は 5 件法で求めた。 



























った。その結果，抽出された 2 因子について項目内容を確認し因子名を決定した。第 1 因子は安心
感や被受容感，本来感を測定する項目が含まれていたため「居心地のよさ」，第 2 因子は役割を通し
た自己の存在意義を測定する項目が含まれていたため「役割感」と名付けた。項目と因子負荷量を
Table 1 に示す。下位尺度ごとのα係数はα =.964，α =.915 であった。 
 
Table 1  
居場所感尺度の因子分析 (最尤法・プロマックス回転) 
 
項目 Factor1 Factor2 共通性
第1因子：居心地のよさ
　⑳その人たちと一緒にいると、くつろげる。 .936 -.053 .812
　⑨その人たちと一緒にいると、安心する。 .932 -.016 .849
　④その人たちと一緒にいると、ホッとする。 .890 .009 .803
　①その人たちと一緒にいると、ありのままの自分を表現できる。 .889 -.128 .654
　⑭その人たちと一緒にいると、居心地がいい。 .888 -.035 .747
　⑬その人たちは、いつでも私を受け入れてくれる。 .838 -.080 .618
　⑩その人たちと一緒にいると、自分らしくいられる。 .827 .025 .713
　⑤その人たちと一緒にいると、ありのままの自分でいいのだと感じる。 .793 .083 .725
　⑧その人たちに無条件に受け入れられている。 .769 -.062 .530
　⑱その人たちと一緒にいると、ここにいていいのだと感じる。 .711 .180 .712
　⑦その人たちは、私を大切にしてくれる。 .700 .000 .490
　⑮その人たちと一緒にいると、心から泣いたり笑ったりできる。 .693 .192 .697
　③その人たちに無条件に愛されている。 .527 .267 .539
第2因子：役割感
　⑥その人たちの支えになっている。 -.206 1.033 .823
　②その人たちの役に立っている。 -.234 .922 .613
　⑲その人たちに必要とされている。 .093 .800 .749
　⑪その人たちから頼りにされている。 -.031 .784 .583
　⑫その人たちに対して、自分にしかできない役割がある。 -.076 .748 .488
　⑯その人たちのためにできることがある。 .121 .660 .558








過剰適応 石津 (2006) を踏まえ，因子数を 5 に設定して最尤法・プロマックス回転による確認
的因子分析を行った。分析の結果，石津 (2006) における「他者配慮」因子と「期待に沿う努力」因
子の間に .837 と高い因子間相関がみられたため，因子数を 4 に変更し探索的因子分析を行った。因
子負荷量が .40 未満の項目，共通性が .30 未満であった 3 項目を除外し，残りの 30 項目に対して
再度，因子分析を行った。抽出された 4 因子について項目内容を確認し因子名を決定した。第 1 因
子は，石津 (2006) における「他者配慮」と「期待に沿う努力」の項目から構成されており，因子負
荷の高い項目の内容から，自己犠牲的な要素を多分に含む因子であると考えられたため，「他者志向
性」と名付けた。第 2 因子は「期待に沿う努力」因子に含まれていた 1 項目以外は石津 (2006) に
おける「自己不全感」因子から構成される因子であったため，「自己不全感」と名付けた。第 3 因子
は元の尺度の項目と同じ項目を含む因子であったため，石津 (2006) と同様に「自己抑制」とした。
また，第 4 因子は石津 (2006) における「人からよく思われたい欲求」の因子に含まれていた項目
の因子負荷量が高く，また，石津 (2006) において「期待に沿う努力」に含まれていた項目もまた，
人からよく思われたいという欲求を表す内容であると解釈できたため，「人からよく思われたい欲
求」と名付けた。項目と因子負荷量を Table 2 に示す。下位尺度ごとの α 係数は，α = .860，α = .883, 
α = .877, α = .830 であった。 
 
Table 2   
過剰適応尺度の因子分析 (最尤法・プロマックス回転) 
 
項目 Factor1 Factor2 Factor3 Factor4 共通性
第1因子:他者志向性
　②自分が少し困っても、相手のために何かしてあげることが多い。 .879 -.286 -.064 -.174 .527
　㉔やりたくないことでも無理をしてやることが多い。 .776 .024 -.015 -.062 .562
　㉕つらいことがあっても我慢する。 .638 -.020 .144 .028 .492
　⑮人からの要求に敏感なほうである。 .613 -.018 -.005 -.069 .325
　⑩「自分さえ我慢すればいい」と思うことが多い。 .612 .133 .171 -.209 .456
　㉖自分の価値がなくなってしまうのではないかと心配になりがむしゃらにがんばる。 .475 .242 .011 -.002 .382
　⑱期待にこたえるために、成績をあげるように努力する。 .469 -.052 -.139 .429 .564
　㉗期待にはこたえなくてはいけないと思う。 .467 .068 -.027 .333 .525
　⑯とにかく人の役に立ちたいと思う。 .461 -.148 -.107 .256 .348
　⑪他者からの期待を敏感に感じている。 .429 .125 -.075 .198 .354
第2因子：自己不全感
　㉜自分には自信がない。 .028 .940 -.114 -.060 .794
　⑭自分には、あまりよいところがない気がする。 .093 .893 -.103 -.098 .759
　㉒自分の評価はあまりよくないと思う。 -.124 .866 .019 -.112 .687
　⑧自分のあまりよくないところばかり気になる。 .000 .818 -.124 .086 .612
　㉓自分はひとりぼっちと感じることがある。 .027 .538 .153 .001 .409
　㉝自分らしさがないと思う。 .054 .515 .088 .038 .357
　④期待にこたえないと、しかられそうで心配になる。 .024 .473 .079 .162 .340
第3因子：自己抑制
　⑳考えていることをすぐには言わない。 -.135 -.153 .812 .056 .537
　⑦自分自身が思っていることは、外に出さない。 .039 -.166 .792 -.052 .529
　⑬心に思っていることを人に伝えない。 -.164 .151 .738 -.048 .607
　㉑思っていることを口に出せない。 .024 .196 .734 -.034 .724
　㉛自分の意見を通そうとしない。 .112 -.095 .610 .076 .398
　㉚相手と違うことを思っていても、それを相手に伝えない。 -.063 .164 .605 .131 .507
　⑥自分の気持ちをおさえてしまうほうだ。 .381 .066 .562 -.124 .589
第4因子：人からよく思われたい欲求
　⑲人から認めてもらいたいと思う。 -.034 .046 -.093 .808 .619
　㉘自分をよく見せたいと思う。 -.216 -.050 .175 .792 .533
　⑫人から気に入られたいと思う。 -.114 -.034 -.049 .773 .504
　⑤相手にきらわれないように行動する。 .003 .205 .086 .638 .542
　⑰人からほめてもらえることを考えて行動する。 .143 .067 -.064 .557 .424
　③人から”能力が低い”と思われないようにがんばる。 .075 -.118 .120 .547 .362
α係数 .860 .883 .877 .830
因子間相関
Factor1 1.000 .401 .303 .542
Factor2 .401 1.000 .494 .177
Factor3 .303 .494 1.000 .174




対人依存欲求 竹澤・小玉 (2004) を踏まえ，2 因子解を採用し，最尤法による確認的因子分析
を実施した。因子負荷量が .400 未満の項目があったためその項目を除外し，再度分析を行った。
その結果，2 因子解で一定の適合度が得られた (適合度指標の値 CFI など)。竹澤・小玉 (2004) を
踏まえて，第 1 因子は情緒的依存欲求，第 2 因子を道具的依存欲求とした。下位尺度ごとのα係数





たい欲求，拒否回避欲求，居場所感の 2 つの下位尺度との間に有意な正の相関が認められた (ps 
< .05)。道具的依存欲求は，拒否回避欲求や居場所感の 2 つの下位尺度との間に有意な正の相関を示
したが (ps < .05)，他者志向性，人からよく思われたい欲求，自己抑制との間に有意な関連性は示さ
れなかった。また，情緒的依存欲求と道具的依存欲求のどちらも自己不全感との間に有意な関連性
は認められなかった。自己不全感は他者志向性，人からよく思われたい欲求，自己抑制，拒否回避
欲求との間に有意な正の相関，居場所感の 2 つの下位尺度との間に有意な負の相関が認められた 
(ps < .05)。自己抑制は，居場所感の 2 つの下位尺度との間に有意な負の相関が認められた (ps < .05)。
拒否回避欲求と役割感の間には有意な負の相関がみられた。 
 





える仮説モデル (Figure 1) を共分散構造分析によって検討した。説明変数間 (情緒的依存欲求，道
具的依存欲求，自己不全感)，媒介変数間 (他者志向性，人から良く思われたい欲求，自己抑制，
拒否回避欲求)，目的変数間 (居心地のよさ，役割感) にそれぞれ共分散を仮定した。仮説モデル
にしたがって変数間にパスを仮定し，有意でないパスを除いた結果，Figure 2 のモデル (χ2 (8) = 
7.556，p = .478,  GFI = .985，AGFI = .948，CFI = .988，RMSEA = .000,  SRMR = .024,  AIC = 
1 2 3 4 5 6 7 8 9
1 情緒的依存欲求 1.000
2 道具的依存欲求 .438 ** 1.000
3 自己不全感 .097 -.016 1.000
4 他者志向性 .305 ** -.140 + .427 ** 1.000
5 人からよく思われたい欲求 .421 ** .061 .211 * .575 ** 1.000
6 自己抑制 -.008 -.148 + .534 ** .305 ** .171 * 1.000
7 拒否回避欲求 .319 ** .170 * .549 ** .487 ** .505 ** .488 ** 1.000
8 居心地のよさ .298 ** .383 ** -.384 ** -.102 .087 -.319 ** -.060 1.000
9 役割感 .242 ** .215 ** -.507 ** .025 .061 -.279 ** -.191 * .702 ** 1.000





まず，説明変数 (対人依存欲求と自己不全感) と媒介変数 (過剰な外的適応，拒否回避欲求) との
関連について，情緒的依存欲求は拒否回避欲求 (β = .277，p < .01)，他者志向性 (β = . 407，p < .01)，
人からよく思われたい欲求 ( β = .475，p < .01) に対して有意な正の関連を示した。道具的依存欲求
は他者志向性 ( β = - .332，p < .01)，人からよく思われたい欲求 ( β = - .176，p < .05)，自己抑制 ( β 
= - .158，p < .05) に対して有意な負の関連を示した。相関分析において道具的依存欲求と拒否回避
欲求は有意な正の相関を示していたが，有意な関連は認められなかった。 
次に，媒介変数 (過剰な外的適応，拒否回避欲求) と目的変数 (居場所感) の関連について，他者
志向性においてのみ役割感に対して有意な正の関連が認められた (β = .294，p < .01)。相関分析で
は有意な相関が認められたものの，他の過剰適応の下位尺度および拒否回避欲求と居場所感の間に
は有意な関連は認められなかった。 
説明変数 (対人依存欲求と自己不全感) と目的変数 (居場所感) との関連については，情緒的依存
欲求は直接的に居心地のよさと役割感に対して有意な正の関連性を示した (順に，β = .227, p < .01；
β ＝.169, p < .05)。また，道具的依存欲求は直接的に居心地のよさと役割感に対して有意な正の関
連性を示した (β = .279, p < .01；β = .192, p < .05)。自己不全感は役割感と居心地のよさに対し，
直接的に有意な負の関連性 (順にβ = - .576，p < .01；β = - .409，p < .01 ) を示した。対人依存欲
求と自己不全感の間の共分散は有意な関連性を示さなかった。 
上記の結果に基づき，説明変数と媒介変数間，媒介変数と目的変数間の両方で有意な関連性が示
されたものについて，間接効果の検定 (sobel test) を行った。情緒的依存欲求が他者志向性を介して
役割感に影響する媒介過程について有意な間接効果が認められた (β ＝.120,  p < .01)。次に，道具
的依存欲求が他者志向性を介して役割感に影響する媒介過程について有意な間接効果が認められた 
(β = -.097,  p < .01)。加えて，自己不全感が他者志向性を介して役割感に影響する媒介過程につい













Figure 2. 共分散構造分析の結果。 





















































































































地のよさ」と「役割感」には性質の違いがあることが推察された。Deci & Ryan (1995) は，自尊感情
を随伴性自尊感情 (Contingent self-esteem) と本当の自尊感情 (True self-esteem) に分けられるとし
ている。随伴性自尊感情は，社会的な基準に依存していて，自己価値の感覚を保つためにそれらの
基準を満たし続ける必要があるという点で，脆弱な自尊感情であるとされる。一方で，伊藤・小玉 
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Effects of cognitive strategies on behavioral intentions towards strangers: A replication study in 
the United Kingdom 
 
Haruka Shimizu, Mayu Koike, Steve Loughnan, and Ken'ichiro Nakashima 
 
Previous studies have examined the effects of four cognitive strategies (defensive 
pessimism (DP), strategic optimism (SO), realistic pessimism (RP), and unjustified optimism 
(UO)) on cognitive and behavioral patterns in task-related situations. In this context, Shimizu, 
Nakashima, & Morinaga (2016) found that a tendency toward DP was associated with 
considerate and respectful behavioral intentions and provided insights into the functions of 
cognitive strategies in interpersonal contexts. This finding was replicated by Shimizu, Abe, & 
Nakashima (2020), who showed that UOs had less considerate and respectful behavioral 
intentions than RPs and SOs. In the present study, we attempted to examine whether the 
findings of Shimizu et al. (2020) could be replicated in a British adult population (N = 186) 
who participated in an online survey. Path analysis showed that the association between 
cognitive strategies and behavioral intentions was not replicated, although the model 
presented in Shimizu et al. (2020) was fitted (CFI = .99，RMSEA = .05，SRMR = .03). 
Differences in the functioning of cognitive strategies among participant age groups and 
cultures are discussed. 
 




ている (e.g., Richardson, Abraham, & Bond, 2012；Scheier & Carver, 1985) 。しかし，Norem & Cantor 
(1986) は，学業場面において悲観的，すなわち悪い結果を予測するにもかかわらず，楽観主義者と
 
1 本研究は，JSPS 科研費（17J04187）の補助を受けて行われた。 
2 西九州大学短期大学部 
3 The University of Edinburgh 
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同程度のパフォーマンスを示す個人の存在を指摘し，彼らの用いる認知的方略を防衛的悲観主義 
(Defensive Pessimism；以下 DP) と名付けた。DP とは，試験などの重要な場面に直面した際，過去
に同様の場面で成功しているにもかかわらず，自身のパフォーマンスに対する低い期待を持つとい
う認知的方略である。DP を用いる個人 (以下，DP 者) は，パフォーマンス場面に直面すると，高
い不安を持ち，起こりうる可能性について，失敗を含めたあらゆる可能性を熟考する。そして，想
定した失敗を避けるために十分な準備を行い，結果的には過去と同様に高いパフォーマンスを示す
ことが明らかになっている (Spencer & Norem, 1996；外山，2015) 。 
一方，過去の成功に一致した高い期待を持つ認知的方略は，方略的楽観主義 (Strategic Optimism；
以下 SO) と呼ばれる。SO を用いる個人 (以下，SO 者) は，パフォーマンス場面に直面しても不安
を感じず，熟考も行わないが，必要な準備を行って高いパフォーマンスを示す (Norem, 2001) 。さ
らに，Norem (2001) は，過去のパフォーマンスが低く将来のパフォーマンスへの期待も低いという
認知的方略を真の悲観主義 (Realistic Optimism；以下 RP) ，過去のパフォーマンスは低いが将来へ
の期待が高い認知的方略を非現実的楽観主義 (Unjustified Optimism；以下 UO) と名付け，それぞれ






高いほど会話場面における不安が高いこと (β = .28)，相手の反応を意識して話題を選ぶといった反
応志向的かかわり，相手の意見を尊重するといった尊重的かかわりのような，他者配慮的な行動意
図が強いこと (反応志向的かかわり；β =.39，尊重的かかわり；β = .30) を明らかにした。この結果
を受けて清水他 (2016) では，対人的文脈においても，DP 者は高い不安を持つと同時に，他者配慮
的な行動を意図するという形での準備を行う，という，課題関連場面と同様の認知・行動パターン
を示すと述べられた。 
しかし，清水他 (2016) にはいくつかの限界点があった。1 つは，認知的方略を測定するために使




以上の点をふまえて，Shimizu, Abe, & Nakashima (2020) は追試研究を実施した。清水他 (2016) か
らの大きな変更点は，20 代から 30 代の社会人を対象としたこと，認知的方略の測定に判別項目を
含む Japanese version of Defensive Pessimism Questionnaire (以下 J-DPQ；Hosogoshi & Kodama, 2005) を
用い，認知的方略 4 群の弁別のために J-DPQ 得点と判別項目の交互作用項を分析に加えたこと，さ
らに，認知的方略以外の個人変数として，清水他 (2016) で用いられた自尊心と特性シャイネスに
加え，社会的スキルも測定したことであった。分析の結果，清水他 (2016) で示された DP 傾向 (i.e., 
― 101 ―
J-DPQ 得点) と不安，行動意図の関連は，パス係数はやや小さいものの，いずれも有意であった (不
安；β = .13，反応志向的かかわり；β = .17，尊重的かかわり；β = .19)。さらに，交互作用項と反応
志向的かかわり，尊重的かかわりの間に関連が認められた (反応志向的かかわり；β = -.14，尊重的
かかわり；β = -.21)。単純傾斜の検定の結果，J-DPQ 得点と判別項目得点がどちらも低い UO 者にあ
たる個人が，反応志向的かかわりおよび尊重的かかわりといった他者配慮的な行動意図が最も低い
ことが明らかになった (J-DPQ 得点低群における判別項目の主効果；β = .15，β = .26，判別項目低群
における J-DPQ 得点の主効果；β = .24，β = .29，順に反応志向的かかわり，尊重的かかわりを目的
変数とした場合)。以上をふまえると，対人場面においても DP 者は課題関連場面と同様に不安を感




2018) 。それに伴って，追試研究の重要性が改めて指摘されている (加藤，2018) 。さらに吉田他 
(2020) は，特に構造方程式モデリング (SEM) を用いた研究においては，作成されたモデルの再現
可能性や外的妥当性について検証し，知見の確からしさを確認することが求められると述べている。










も重要視される (Markus & Kitayama, 1991) 。このように，異なる文化圏において追試研究を実施す
ることは，DP が対人的文脈において果たす役割に文化的な差異があるのかどうかを検証すること
につながる。 
以上をふまえて，本研究では，イギリスの成人を対象として，Shimizu et al. (2020) の外的妥当性







方 法 5 
参加者 イギリスの成人 186 名が調査に参加した。後述のデータ選定基準にしたがって，最終的
に 154 名のデータを分析対象とした。男性 30 名，女性 123 名，その他 1 名，平均年齢は 58.9 歳 (SD 
= 15.4) であった。 
手続き 本研究の手続きについては，事前に The University of Edinburgh の PPLS Research Ethics 




ナリオの場面を想像するよう求めた。なお，このシナリオは清水他 (2016) および Shimizu et al. 
(2020) で使用されたシナリオを英訳したものであった。 
” You are in the last year of undergraduate and will start working for a company near future. You are now 
attending a party hosted by the company. There are six prospective colleagues who will join the company at 
the same time as you, and you're meeting them all for the first time. You want to build as good a relationship 
as possible with them so you can get along in the workplace. Now, you can talk freely with them.” 
シナリオ呈示後，この場面における状態不安と行動意図を測定した。その後，どの程度場面を想
像できたかについて「1：Not at all」から「7：Completely」の 7 件法で回答を求めた。最後に年齢と
性別，国籍の記入を求め，調査を終了した。 
測定尺度 認知的方略の測定には，J-DPQ (Hosogoshi & Kodama, 2005) の英訳版を用いた。過去
のパフォーマンスを尋ねる判別項目 1項目とダミー項目2項目を含む11項目について，「1：Not at all」
から「7：Very true of me」の 7 件法で回答を求めた。また，自尊心，特性シャイネス，社会的スキ
ルは，それぞれ Self-Esteem Scale (Rosenberg, 1965; 10 項目) ，Shyness scale (Cheek & Buss, 1981; 9 項
目) ，Social Skills Inventory (以下 SSI; Riggio, 1986) の brief version (30 項目) を用いて測定した。い
ずれも「1：Not at all like me」から「5：Exactly like me」の 5 件法で回答を求めた。状態不安は 6 項
目版の STAI (Marteau & Bekker, 1992) の状態不安尺度を用いて測定した。行動意図の測定には，清
水他 (2016) で作成され，Shimizu et al. (2020) でも使用された行動意図尺度を英訳して使用した 6。
この尺度は，会話をしている際の周囲の反応を意識する「反応志向的かかわり」，他者の意見を尊重
する「尊重的かかわり」，積極的に他者にかかわる「外向的かかわり」の 3 因子で構成されていた。











α 係数が α≧.80 であればそのままの項目構成で尺度得点を作成することとした。α＜.80 の場合は，
α≧.50 になることを基準に，項目分析の結果に基づき α 係数が最も高くなる項目群を用いて尺度得
点を作成する。なお，項目分析に基づいて作成した項目群において α 係数が.50 以上とならない場
合には，その下位尺度の得点は以降の分析に使用しない。
以上の手続きによって尺度得点を作成した後，Shimizu et al. (2020) と同様のモデルで構造方程式
モデリング (SEM) に基づくパス解析を実施する。その際，外生変数の得点はすべて中心化する。
SEM におけるモデルの適合度の基準は CFI≧.90，RMSEA≦.10，SRMR≦.10 とする。また，Shimizu 
et al. (2020) のモデルには，認知的方略の 4 群を弁別するための，判別項目と J-DPQ 得点の交互作
用項が含まれている。交互作用項といずれかの変数との間に有意なパス係数が認められた場合には，




び α 係数，単相関分析の結果を Table 1 に示した。
認知的方略が対人場面での行動に及ぼす影響の検討 分析に使用した変数の単相関分析の結果を
Table 2 に示した。認知的方略と，複数の初対面の他者との会話場面における不安，行動意図の関連
を検討するため，Shimizu et al. (2020) と同様のモデルを設定し，SEM に基づくパス解析を実施した
(Figure 1)。モデルの適合度は CFI = .99，RMSEA = .05，SRMR = .03 であり，基準を満たしていた。
パス解析の結果，J-DPQ 得点は不安との間に正の関連が認められたが (β = .35，b = 0.31，95%CI
［0.19，0.44］，p < .001) ，反応志向的かかわり，尊重的かかわりとの間に有意な関連は認められな
かった。また，不安と外向的かかわりの間にも有意な関連は示されなかった。その他の個人変数と
不安，行動意図との関連については，特性シャイネスと不安の間に正の関連 (β = .44，b = 0.58，95%CI
［0.36，0.81］，p < .001) ，特性シャイネスと外向的かかわりとの間に負の関連が示された (β = -.44，
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b = -0.52，95%CI［-0.70，-0.34］，p < .001) 。また，社会的スキルとは反応志向的かかわり，外向的
かかわりとの間に正の関連が認められた (反応志向的かかわり；β = .62，b = 0.96，95%CI［0.71，
1.21］，p < .001，外向的かかわり；β = .38，b = 0.85，95%CI［0.57，1.13］，p < .001) 。さらに，J-DPQ
得点と判別項目の交互作用項と反応志向的かかわりとの間に有意な負の関連が示された (β = -.14，
b = -0.07，95%CI［-0.15，0.00］，p = .05) 。
交互作用のパターンを明らかにするため，反応志向的かかわりについて単純傾斜の検定を実施し
た。その結果，J-DPQ 得点低群において，判別項目と反応志向的かかわりに正の関連が認められた (β 
= .34，b = 0.21，95%CI［0.05，0.36］，p = .01) 。これより，J-DPQ 得点が低い SO 者と UO 者を比
べると，判別項目得点の高い SO 者の方が反応志向的かかわりの得点が高いことが示唆された。加
えて，判別項目得点高群において，J-DPQ 得点と反応志向的かかわりに負の関連が示された (β = -.24，
b = -0.13，95%CI［-0.25，-0.02］，p = .02) 。これは，判別項目得点が高い DP 者と SO 者を比べると，
J-DPQ 得点の低い SO 者の方が反応志向的かかわりの得点が高いことを示唆する結果であった。
考 察
本研究の目的は，Shimizu et al. (2020) の外的妥当性の検討として，この研究で示された対人場面
における認知的方略と不安，行動意図の関連が，イギリスの成人を対象とした場合にも再現される
かどうかを確認することであった。分析の結果，Shimizu et al. (2020) のパスモデルそのものはイギ
リスデータを用いた場合にも十分な適合度を示した。しかし，認知的方略と不安，行動意図の関連
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については，Shimizu et al. (2020) の結果と同じ点もあった一方で，異なる点も見られた。 
具体的には，J-DPQ 得点と状態不安に正の関連が認められた点，交互作用項と反応志向的かかわ
りに負の関連が認められた点，単純傾斜の検定の結果，UO 者が SO 者よりも低い反応志向的かかわ
りを示した点は，Shimizu et al. (2020) に一致する結果であった。一方で，異なる点として，J-DPQ
得点と反応志向的かかわり，尊重的かかわりとの関連が有意ではなかった。また，J-DPQ 得点と判
別項目の交互作用項と尊重的かかわりの関連も認められなかった。さらに，反応志向的かかわりに












また，認知的方略以外の個人変数 (i.e., 自尊心，特性シャイネス，社会的スキル) と不安，行動
意図の関連についても，Shimizu et al. (2020) と一致した点とそうでない点があった。一致したのは，
シャイネスと状態不安および外向的かかわりとの関連，社会的スキルと反応志向的かかわりおよび
外向的かかわりとの関連であった。Shimizu et al. (2020) では有意であった社会的スキルと尊重的か
かわりの関連は，本研究では有意ではなかった。加えて，状態不安と外向的かかわりとの関連も有
意ではなかった。これらの結果について論理的に考察することは，現時点では難しい。 
ただし，本研究の参加者は Shimizu et al. (2020) の参加者 (20 代，30 代) に比べて年齢層が高かっ
た。当初は 20 代，30 代の参加者の募集を意図していたが，実際に募集した結果として，中年期の
参加者が多くなっていた。本研究で用いたシナリオは，清水他 (2016) や Shimizu et al. (2020) と同
様に，大学の学部の最終学年に在籍する個人として，就職先の内定者の顔合わせ会を想定するもの
であった。中年期の参加者にとって，この場面があまり身近でなく，想定しにくいものであった可
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Shift-and-Persist strategy research: recent findings, current challenges, and future directions 
 
Sumin Lee, Mayu Koike and Ken'ichiro Nakashima 
 
The purpose of this article is to clarify the findings of previous studies on the 
Shift-and-Persist strategy (S-P strategy) in a low socioeconomic status context, to introduce its 
theoretical models, and to make suggestions concerning the future direction of this research. 
First, we describe the relevant aspects of socioeconomic status and the harmful effects of low 
levels of socioeconomic status. Second, we describe the S-P strategy, which is a protective 
factor against the negative effects of socioeconomic status, and then review the findings of 
previous empirical studies. Third, we discuss three unconsidered issues regarding the S-P 
strategy in order to elaborate its theoretical model: 1) the external validity of the S-P strategy 
in Japan, 2) the impact of a stable and positive role model, and 3) how the S-P strategy effects 
the psychological benefits of low socioeconomic status during a threat. Finally, we offer 
suggestions for future research. It is highly possible that the S-P strategy will be a useful 
approach in various fields, so these issues should be clarified in future research. 
 
キーワード：Socioeconomic status, Shift-and-Persist strategy, role model, health 
 
はじめに 














ている。例えば， 学力や学業成績の低さ（Sirin, 2005; Walker, Petrill, & Plomin, 2005; White, 1982），
言語発達や実行機能（ワーキングメモリーや認知制御）などの脳の発達や記憶の問題（Hackman, & 
Farah, 2009; Noble, McCandliss, & Farah, 2007），そして対人関係の希薄さ（Li et al., 2020），非行や犯
罪などの不適応行動の多さ（Gould, Weinberg, & Mustard, 2002; Levitt, 1999）など，SESは様々な指
標との間に関連があることが報告されている。 
また，SES は身体的および精神的健康との間に関連があることも示されている（Feinstein, 1993; 
Marmot, Kogevinas, & Elston, 1987）。例えば，MetS（metabolic syndrome）2の有病率や罹患率（吉井, 
2010），心血管疾患や歯周病，薬物乱用（Poulton et al., 2002），そして健康状態の自己評定や平均寿
命（Braveman, Cubbin, Egerter, Williams, & Pamuk, 2010），死亡率（Hirdes & Forbes, 1992）と SESと
の間に関連があることが明らかにされている。さらに SESは，自己効力感や自己肯定感，主観的幸
福感（Tong & Song, 2004），自尊感情（Twenge & Campbell, 2002; Zhang & Postiglione, 2001）と正の
関連があるだけではなく，抑うつやうつ病，不安などの気分障害（Gilman, Kawachi, Fitzmaurice, & 
Buka, 2002; Lemstra, Neudorf, D’Arcy, Kunst, Warren, & Bennett, 2008; Miech & Shanahan, 2000），統合




れている（Rahkonen, Lahelma, & Huuhka, 1997）。 
しかし， SESの低さによる継続的な逆境や困難な状況に置かれているにもかかわらず，良好な健
康状態を示す人も少なからずいることから（Chen, 2012; Chen, Miller, Lachman, Gruenewald, & 









Persistingという 2つの異なる概念から構成される（Chen, Lee, Cavey, & Ho, 2013; Chen, McLean, & 









じている可能性が低いため（Caplan & Schooler, 2007），ストレスフルな出来事に直面したとき，状
況や環境そのものをコントロールしようとするよりも，自分自身をコントロールし，状況や環境に
合わせる傾向があり（Lachman & Weaver, 1998; Snibbe & Markus, 2005），人生の中で経験する逆境や
困難を受容し，耐えることで対応する傾向がある（Stephens, Hamedani, Markus, Bergsieker, & Eloul, 
2009）。一方，高 SES 者は，状況や環境，問題そのものをコントロールしようとする傾向が高く
（Menaghan & Merves, 1984），自らストレスフルな出来事に対処するために積極的に行動する傾向
がある（Snibbe & Markus, 2005; Stephens, Markus, & Townsend, 2007）。低 SES 者の情緒的なウェルビ
ーイングの向上や問題行動の低下と，自分自身をコントロールする能力との関連（Buckner, 
Mezzacappa, & Beardslee, 2003）を踏まえると，感情制御や認知的再評価3を通じて，自身の感情をコ
ントロールすること，すなわち Shiftingを行うことが，低 SES 者が直面する日常的なストレス要因








Kogan, Carlson, & Liu; 2018, Werner, 1995）。また，将来について前向きな期待を持っている人は，精
神病の発症や不健康状態に誘発する問題行動を示す可能性が低いことも示唆されている（Robbins & 
Bryan, 2004; Stoddard, Zimmerman, & Bauermeister, 2011）。このことから，逆境や困難の中で生きる意
味を見出し，将来に対する前向きな見通しを持つことは，低 SES 者の発達や健康にとって重要であ
ると考えられる (Chen & Miller, 2012)。 
以上をまとめると，Shiftingはストレスコーピングである認知的再評価や感情制御に基づくもので
あり，Persistingは人生の意味を見出すこと，レジリエンス，未来志向性に基づくものとして捉える
ことができる（Chen & Miller, 2012）。このことから，S-Pは，新たに提案された独自の概念ではな
く，多様な要素を含む概念であり，既存の複数の概念を組み合わせ，新しくラベル付けしたものと
して考える必要がある。 
Shift-and-Persist strategyの理論モデル Chen and Miller（2012）は，S-Pが低 SES 者の健康に資す




変更することである（Gross, Uusberg & Uusberg, 2019）。また，感情が生起する前の段階における制
御は先行焦点型感情制御と呼ばれ，その代表的なものとして，感情の原因となる状況を捉え直した
り，考え直したりことにより感情の生起そのものを制御する「認知的再評価」が挙げられる（Ford & 















とができるのである（Feeney & Collins, 2015）。
Figure 1. Shift-and-Persist strategyが低 SES者の良い健康を導くプロセスに関する理論モデル4




























Shift-and-Persist strategy 研究と課題 
Shift-and-Persist strategy に関する先行研究のまとめ S-P研究の歴史は長くないが，その提唱以来，
いくつかの実証的知見が報告されている。例えば，低 SES 者の S-Pが高いほど（＝Shiftingと Persisting
の得点が高いほど）慢性的なストレスによって引き起こされる心身の疲弊，すなわちアロスタティ
ック負荷量や心血管疾患リスクの低さ（Chen et al., 2012; Chen et al., 2013; Chen et al., 2015），そして
ストレスを受けることによって分泌されるホルモン（コルチゾール）の量の少なさ（Chen et al., 2019），
また，肥満度の低さ（Kallem et al., 2013）や喘息反応の少なさ（Chen, Strunk, Trethewey, Schreier, 
Maharaj, & Miller, 2011; Lam et al., 2018）など様々な身体的健康との関連が明らかになっている。さ
らに精神的健康に関しては，低 SES 者の S-Pが高いほどうつ症状が低いことも明らかになっている
（Christophe et al., 2019; Lewis, 2016）。 









が諸外国と比べて小さいことが挙げられる（Hanibuchi, Nakaya, & Murata, 2012; Kagamimori, Gaina, & 





いこと（Ramzan & Amjad, 2017）や自分の未来を悲観的に見積り，未来に対してネガティブな出来
事が起こると予測する傾向が強いこと（Chang, Asakawa, & Sanna, 2001）が明らかになっている。こ
れらの知見を踏まえると，日本は欧米に比べ，SESによる健康格差の程度が小さく，そもそも日本
では Shifting や Persisting の構成要素となるものが使用されにくい可能性があることから，低 SES
者の健康と S-Pの関連も諸外国のものとは異なる様相を示す可能性がある。 
事実，日本人の大学生と成人を対象とした 2つの横断調査において，SESの高低にかかわらず，
Persistingが抑うつ傾向を緩和する可能性があることが示され（Lee & Nakashima, 2020），欧米圏での
研究結果とは一貫性のない知見が得られている。また，関連する研究のほとんどが欧米圏で行われ
たことやアジア人のサンプルが少ないという共通点があることから，S-P 理論は文化を超えて適用









（2）ロールモデルと Shift-and-Persist strategy に関する課題 「A key to the development of 










する傾向が高いことから（Duncan & Murnane, 2011），低 SESの子どもは，家庭以外にも学校，地域
コミュニティの中で SESの低さによる様々な逆境や困難に直面していることが推察できる。乳幼児
期以降，特に青年期以降は愛着関係を築く対象が養育者から友人，そして親密な関係である恋愛関






の Shiftingと Persistingの得点が似ていること，つまり，親（子ども）の S-Pが高い（低い）と子ど





スクが報告されている（Melchior, Moffitt, Milne, Poulton & Caspi, 2007）。さらに，たとえ成長過程の
中で，社会階層間の移動（低 SESから高 SESヘの移動）が行われても，健康に及ぼす悪影響を緩和
するわけではないということも示されている（Poulton et al., 2002）。つまり，人生の早い時期に経験
した貧困が，その後の自身の健康にまで悪影響を及ぼす可能性がある。社会経済的な逆境や困難の
影響から子どもを守ることは，その子どもが大人になった後に経験する不健康な状態の負担を軽減










（3）Shift-and-Persist strategy が低 SES 者の健康に資するプロセスに関する課題 前述した通り，
低 SES者の身体的健康や精神的健康における S-Pの有効性に関しては，様々な示唆が得られている
（Chen et al., 2011; Chen et al., 2012; Chen et al., 2015; Chen et al., 2019; Christophe et al., 2019; Kallem et 
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Past and Future of Conformity Research 
-The Need to Focus on Motivation- 
 
Soichi Kane, Mayu Koike & Ken'ichiro Nakashima 
 
Conformity has been studied in social and evolutionary psychology for over half a century. 
These studies have led to the development of a number of theories that explain why 
conformity occurs. One such study, which has received particular attention in educational and 
developmental psychology, claims that conformity occurs because of adjustment. This study 
explains why adolescents conform to their peers more than to adults. However, the results of 
studies examining the relationship between conformity and adjustment have been inconsistent, 
and the validity of the theory has not been empirically demonstrated. The relationship between 
conformity and adjustment has been one of the sources of evidence for clinical interventions 
for problem behaviors, such as risk-taking, bullying, and sexual deviance in adolescents. 
Nevertheless, the validity of those interventions is questionable because the theory has not 
been proven. In order to solve this problem, it is necessary to examine and demonstrate the 
relationship between conformity and adjustment from a new perspective. This process is the 
first step in providing more valid and accurate clinical support for adjustment. In this paper, 
we examine in detail what perspectives should be considered in future conformity research. 
 














結果, 多数派のサクラ達が誤った回答をした場合, 真の実験参加者の約 4 分の 1 が少なくとも 1 試
行で多数派の誤った回答に同調することが示された(cf. Smith & Haslam, 2017; 湯川・吉田, 2012)。 
もう一つ, Milgram (1965)による初期の同調研究がある。この実験は, サクラと一般から公募した





電気ショックを与え続けた者は, 条件によって異なるが, 最低でも 3 割, 最高で 6 割に達した。この
結果は, 「実験という状況で実験者の指示であるから科学的」と考え, 人が科学という権威に服従
し, 同調したことを示している(cf. 湯川・吉田, 2012)。 








イドと結びつけられた(cf. Smith & Haslam, 2017; 湯川・吉田, 2012)。以降の心理学において同調行動
は, 例えば人々がプロパガンダに従うことや, 青少年のリスク行動(Foulkes & Blakemore, 2016)やい
じめ(中村・越川, 2014), 性的逸脱行動(上野他, 1996)といった問題行動や, 性的マイノリティの精神
的不健康(e.g. Hamilton et al., 2009; Wong et al., 2016)など, 様々な行動の基底にあると論じられてい
る。また, こうした同調や服従の心理は, 会議で違和感を感じても発言せずに事態が進行してしま
うことや, 組織的な不正の隠蔽など, 現代的諸問題とも密接な関りを持っている(湯川・吉田, 2012)。
このため, 以降多くの心理学者が「なぜ同調行動が起こるのか」についての説明を試みてきた。そ
の中で, とりわけ Asch (1951)の研究結果が大きな注目を集めたのは, 人々がおとなしい羊のように








制力(岡村, 1987)」である集団圧力(group pressure)が存在すると考えられている。 
Sherif (1935)は, Asch (1951)以前に自動運動を用いて集団規範がどのように形成されるのかを検討
した。自動運動とは, 暗室中で静止した光点を凝視していると, 物理的運動は生起していないにも
かかわらず, 光点の運動が知覚される現象のことである(高橋, 2003)。この実験では, 暗所にて実験
参加者達に「どの程度光点が動いているか」を問い, その移動距離の予測値が集団の中で収束して




ような非常に曖昧で, かつ重要性の低い問題に対してであっても, 集団規範は形成されるのである。 
こうした集団規範の形成や規制力の背景には, 社会的証明(social proof：Cialdini, 1988)があるとさ
れている。例えば, 人は駐輪禁止エリアに自転車が一台も置かれていなければ, そのエリアに駐輪









とする立場もある。例えば, Deutsch & Gerard (1955)は社会的影響を「規範的影響」と「情報的影響」









2012)。このため, 異端となることへの恐れが, 正しくありたいとする動機づけよりも, 明らかに誤
っている多数派に同調しようとする動機づけを優先するよう, 人々を導いていると考えられている











一方で情報的影響は, 他者からより正確な情報を得ようという動機(Deutsch & Gerard, 1955; 横
田・中西, 2011)のことであり, 正しくありたいという動機(北村・大坪, 2012)であるともいえる。こ






(cf. Cialdini & Goldstein, 2004; 横田・中西 2011)。これは, 直面している問題によっては, 実際には情
報的影響を受けていても, 規範的影響を受けているように見える場合があるためだと考えられる。 
Deutsch & Gerard (1955)曰く, 規範的影響は集団において強く見られるが, 匿名状況のような自ら
の判断が他者に知られない状況では影響力が低下するという。しかし, 匿名状況のような規範的影
響を受けにくい状況においても, 他者から情報的影響は受ける。実際, 125 の同調行動研究のメタ分
析の結果, 多数派と対面している状態で公的応答を行う条件では規範的影響を, 多数派と対面して
いない状態で私的応答を行う条件では情報的影響を受けやすいことが示されている(Bond, 2005)。 
Deutsch & Gerard (1955)が唱えた規範的・情報的影響による社会的影響や同調行動の弁別は, その
後様々な研究で踏襲され, 一定程度認められている(cf. Bond, 2005)。一方で近年, Asch (1955)の実験
において, 規範的影響によるとも情報的影響によるともいえない同調行動の動機が確認されていた
にも関わらず, Deutsch & Gerard (1955)以降それが無視されてきたという問題が指摘されている
(Smith & Haslam, 2017)。さらに, Deutsch & Gerard (1955)以降, 単純には規範的・情報的影響のどちら
によるとも断定しがたい同調行動の存在が多数示されている(e.g., 石本他, 2009; 葛西・松本, 2010; 









いことが指摘されており(e.g. Baumeister & Leary, 1995; Cacioppo et al., 2003; 北村・大坪, 2012), 人間
にとって集団に適応することが非常に重要な課題であることは明白である。適応は, 精神的健康と
の関連が指摘されているように, 人間の心理的安定や精神的健康の高さといった心の健康と非常に




り, 同調行動により環境, 集団や他者への適応が促され, その結果として個々人が適応感を有する。 
言いかえれば, 心理的安定や精神的健康の高さを獲得できると考えられる。実際, 同調行動と適応
の関係を指摘・検討している研究や文献は以前から一定数存在している(e.g. Foulkes & Blakemore, 
2016; 北村・大坪, 2012; 戸川, 1971; 上野他, 1994)。こうした立場では, 同調行動は, それぞれの行
動が異なった理由や動機を持って行われており, その理由に対応した適応上の問題を解決するため
に行わると考えられている(cf. 北村・大坪, 2012; 横田・中西, 2011)。そして, その問題が解決され
ることによって, 心理的安定や精神的健康が高まるのである。このため, 多くの先行研究で学校適
応感を心理的安定, もしくは精神的健康の指標として測定し, 同調行動との関連を検討したり, 直
接的に精神的健康と同調行動の関連が検討されていたりする(e.g. Hamilton et al., 2009; 石本他, 
2009; 葛西・松本, 2010; 黒沢他, 2002; 櫻庭他, 2001; 櫻井他, 2005; 上野他, 1994; Wong et al., 2016)。 
そもそも, 生きるということが自己の維持, 保存ということに強く連結しているならば, 他者の
手を借り, また集団の力の助力を得ながら生きること, そのためにも他者との相互作用を展開して
くことは大切な課題となり, 逆に集団から排除されることは死にも等しい辛い体験となる(北村・大




























そして, その実証的検証は, 近年, 教育心理学や発達心理学における学校現場や子ども, 青年の発
達などに関連した分野でなされている(e.g. Foulkes & Blakemore, 2016; 葛西・松本, 2010; 中村・越川, 
2014)。これは, とりわけ思春期・青年期が社会的影響に対して非常敏感な時期であり(Foulkes & 
Blakemore, 2016), 集団への適応が学校場面や青少年の発達において, 不登校や問題行動, ストレス
といった重要な問題と関わっているからである(e.g. 五十嵐・萩原, 2009; 石津・安保, 2008; 大久保, 
2005)。特に, 不適応の表れである不登校や過剰なストレスは青少年の自殺リスク要因であることが
知られており(e.g., Brière et al., 2015; Dixon et al., 1991; Fergusson & Lynskeym, 1995), 成人においても
職場などの集団場面での適応が心身に大きく影響していると考えられる。こうした問題に適切な支
援や介入を行うためには, 社会的影響, その代表例である同調行動と適応の関係を明確にするため








関連を示している(e.g. Hamilton et al., 2009; 葛西・松本, 2010; 黒沢他, 2002; Wong et al., 2016)。この








と考えられる(cf. 北村・大坪, 2012; 横田・中西, 2011)。しかし, 情報的影響と関連すると考えられ
る流行同調が高いほど, 学校適応感が低いことが示唆されている(櫻庭他, 2001)。櫻庭他(2001)曰く, 
流行同調は集団への同調性を表す概念であり,「流行のものは買うようにしている」「流行について
の記事や話に関心がある」といった項目が含まれる。こうした項目は, 他者からより正確な情報を
得ようという動機(Deutsch & Gerard, 1955; 横田・中西, 2011)である情報的影響と関連すると考えら
れる。しかし, 情報的影響と適応の関係については研究がほとんどなく, その関連について判断す
るには情報不足である。海外では, 情報的影響は主に経済活動や商業に関する分野で扱われており




















るものに変更したのである(cf. Smith & Haslam, 2017)。 
そして三つ目は, これまでの研究では積極的に扱われなかった動機である。Asch(1955)の実験にお
いて, 何人かは「研究の結果を台無しにしたくなかった」と述べ, 船を座礁させないように多数派






























り, 表面的には同意しながらも, 私的意見は変容せず, 消極的な選択として同調しているのである。
また, 情報的影響は「より正しい, 妥当な反応」を探索しているプロセスであり, 同調者は積極的で








を行うことができない。そして, 第三の動機については, 前節の議論通り, 適応との正の関連が予測





り, 規範や動機, 適応などの観点からその疑問への説明が行われてきた。近年では, そこから発展し, 
社会的影響, その代表例である同調行動がいかに適応に影響するのか, 実証的検討が始まっている。
しかし, これらの研究には大きく 2 つの問題点がある。1 つ目の問題は, Deutsch & Gerard (1955)以降, 
同調行動の起源を規範的・情報的影響という 2 つの動機に限定してしまったために, これまでの研
究に構造的側面の証拠に関する問題がある可能性が高い点である。そして 2 つ目は, これまでに同
調行動と適応の関連を検討してきた研究の結果が,「同調行動により環境, 集団や他者への適応が促
され, その結果として個々人が適応感を有する」という理論と一貫していない点である。 
1 つ目の問題点は学術的な側面での問題であるが, 特にこの問題の上に立つ 2 つ目の問題は実践
的・臨床的な問題でもある。現在, 青少年のリスク行動やいじめ, 性的逸脱行動といった問題や, マ
イノリティの精神的不健康が非常に大きな問題として注目されており, 様々な臨床的介入や研究が
行われている。こうした問題は, 同調行動と強く関わっており(e.g. Foulkes & Blakemore, 2016; 
Hamilton et al., 2009; 中村・越川, 2014; 上野他, 1996: Wong et al., 2016), 同調行動と適応の研究はこ
うした問題へ介入するための evidence の一つとなっている(e.g. 今川・三島, 2011; 熊谷・橋本, 2017; 
大対他, 2007; 鈴木・加藤, 2016)。例えば大対他(2007)を見てみると, 不適応への介入の際, 社会的ス
キルや社会的行動がいかに注目されているかがよくわかる。つまり, 不適応への介入の際には, 多
くの場合, 個人が集団に対しどのような反応を示しているのかが問題となるのである。しかし現状
は, こうした介入の evidence となっている先行研究の結果が理論と一致せず, 既存の尺度や想定さ
れている因子たちでは, 理論的な背景で想定されている適応との関連を説明できない状態にある。
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   Changes in the “Self” of students with experience of school refusal: The perspective 
of Dialogical self theory 
 
Nami Kodama and Yumi Ishida 
 
The study aims to clarify students' understanding of the “self” in the process of 
school refusal and uses it to elucidate their inner experience of school refusal. An 
interview survey using “Dialogical self theory” was conducted, targeting five students 
with prior experience in school refusal from the perspective of three “I-positions.” 
Results indicated that positive and negative aspects in the experience of school refusal 
were present in all positions. Furthermore, the most important I-position was selected 
in each period, namely, “before school refusal,” “among school refusal,” and “after 
school refusal.” The most important I-position for all students changed in “among 
school refusal” and “after school refusal.” Moreover, two patterns of changes in 
relationship were identified among the three I-positions. In such patterns, a “dialog” 
between the positions was evident in “among school refusal,” but not in “after school 
refusal.” The study suggests that students who have experienced school refusal 
develop multiple I-positions with ambivalent ideas, and the dialog among such 
positions provide a means of forming a stable self that accepts each other’s idea of I-
position. 
 


















の中で現代青年期の自己形成論を支える有力な自己論として提唱されたものが，Hermans & Kempen 









Hermans & Kempen（1993 溝上・水間・森岡訳 2006）によれば，人は様々な私にポジショニング
して，そこから見える自己世界を形成し，発展させている。そして，2 つ以上の私が葛藤を起こす
とき，主体はそれぞれの私にポジショニングして，一方の私から他方の私を見て，あるいはその逆
を行い，私を相対的に意味づけようとする。この葛藤の調整過程を Hermans & Kempen（1993 溝上・
水間・森岡訳 2006）は“対話 dialogue”と呼ぶ。対話がうまくいけば，葛藤は解決され，そのこと
が，自己が統合 integration されたり総合 synthesis されたりすることにつながると見なす（Hermans 









































































とする。特に不登校経験者の自己を Hermans & Kempen（1993 溝上・水間・森岡訳 2006）の対話
的自己論を用いて捉えることとする。なお，対話的自己論では，Iポジションを決定する際に“Who 






































不登校中と登校再開後における対象者の私全般と 3 つの「私」の自尊心得点を Table4 に示した。
A，B，C，E は不登校中と登校再開後の私全般の自尊心得点を比べると，登校再開後の私全般の方
が向上する傾向にあった（A：24点→28点，B：21点→31点，C：16点→31点，E：15点→26点）。
また，不登校中と登校再開後の私 1〜3の自尊心得点をそれぞれ比べると，登校再開後の私 1〜3の 
性別 不登校の期間 不登校のきっかけ 登校再開のきっかけ
A 男 中1（6月）～中2（8月） 人間関係 人間関係の改善
B 女 小3（7月）～中3（3月） 集団生活に疲れる 高校入学
C 女 中1（6月）～中3（3月） 人間関係 高校入学
D 男 小3（7月）～高2（3月） 集団生活に疲れる 精神の回復









方が向上する傾向にあった（A私 1：16点→28点（私 4），私 2：15点→34点，A私 3：13点→27
点，B私 1：19点→27点，B私 2：22点→35点，B私 3：16点→34点，C私 1：15点→31点，C私










A 毎日が楽しくない私 学校に行きたくない私 ゲームを楽しむ私
B 勉強が好きな私 家族と関わりたくない私 学校が楽しくない私
C 変わりたい私 周囲と関わりたくない私 姉としての私
D 集団生活に向いていない私 大抵のことは一人でできる私 趣味を楽しむ私
E 頑張ろうとしている私 面倒くさがる私 一人でいたい私
Table 2　対象者が選択した3つの私
不登校前 不登校中 登校再開後
A 私1（毎日が楽しくない私） 私3（ゲームを楽しむ私） 私4（毎日が楽しい私）＊
B 私3（学校が楽しくない私） 私3（学校が楽しくない私） 私1（勉強が好きな私）
C 私2（周囲と関わりたくない私） 私1（変わりたい私） 私3（姉としての私）
D 私1（集団生活に向いていない私） 私1（集団生活に向いていない私） 私3（趣味を楽しむ私）
E 私2（面倒くさがる私） 私2（面倒くさがる私） 私1（頑張ろうとしている私）
Table 3　「私」の中で占める割合が最も大きい「私」の変化
＊Aは登校再開後に「毎日が楽しい私」（私4）が登場した。
私全般 私1 私2 私3 私全般 私1 私2 私3
A 24 16 15 13 28 28（私4） 34 27
B 21 19 22 16 31 27 35 34
C 16 15 18 12 31 31 29 34
D 32 29 37 26 31 31 38 29
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